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富山県地域防災計画（原子力災害編）修正案 新旧対照表 

旧 新 備考 

 

 

 

 

富山県地域防災計画 

原 子 力 災 害 編 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年６月修正 

富山県防災会議 

 

 

 

 

 

 

富山県地域防災計画 

原 子 力 災 害 編 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年 月修正 

富山県防災会議 

 

 

 

修 正 案 

凡例 

下線 修正箇所 

 

資料７ 



 

 2 

富山県地域防災計画（原子力災害編）修正案（体系・用語・目次） 新旧対照表 

旧 新 備考 

富山県地域防災計画（原子力災害編）用語例 

１ 防災関係機関の用語例 

（１）防災関係機関 

（略） 

（２）指定地方行政機関：災害対策基本法（以下「災対法」という。）

第２条第４号で定める行政機関であり､本

計画では､富山県を管轄する管区警察局、

総合通信局、財務局、地方厚生局、都道府

県労働局、地方農政局、森林管理局、経済

産業局、産業保安監督部、地方整備局、地

方運輸局、地方航空局、管区気象台及び管

区海上保安本部をいう。 

 

（３）指 定 公 共 機 関 ：災対法第２条第５号で定める公共機関であ

り、本計画では、日本郵便株式会社北陸支

社、日本銀行富山事務所、西日本旅客鉄道

株式会社、中日本高速道路株式会社金沢支

社、西日本電信電話株式会社、株式会社Ｎ

ＴＴドコモ北陸支社、ＫＤＤＩ株式会社、

ソフトバンク株式会社、日本赤十字社富山

県支部、日本放送協会富山放送局、独立行

政法人国立病院機構、北陸電力株式会社、

関西電力株式会社北陸支社、日本通運株式

富山県地域防災計画（原子力災害編）用語例 

１ 防災関係機関の用語例 

（１）防災関係機関 

（略） 

（２）指定地方行政機関：災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。

以下「災対法」という。）第２条第４号で

定める行政機関であり､本計画では､富山

県を管轄する管区警察局、総合通信局、財

務局、地方厚生局、都道府県労働局、地方

農政局、森林管理局、経済産業局、産業保

安監督部、地方整備局、地方運輸局、地方

航空局、地方測量部、管区気象台、管区海

上保安本部及び地方環境事務所をいう。 

（３）指 定 公 共 機 関 ：災対法第２条第５号で定める公共機関であ

り、本計画では、日本郵便株式会社、日本

銀行、西日本旅客鉄道株式会社、中日本高

速道路株式会社、西日本電信電話株式会

社、株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式

会社、ソフトバンク株式会社、日本赤十字

社、日本放送協会、独立行政法人国立病院

機構、北陸電力株式会社、北陸電力送配電

株式会社、関西電力株式会社、関西電力送

配電株式会社、日本通運株式会社、国立研
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旧 新 備考 

会社富山支店、国立研究開発法人量子科学

技術研究開発機構及び国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構をいう。 

（４）指定地方公共機関：災対法第２条第６号で定める公共機関等で

あり、本計画では、富山地方鉄道株式会社、

あいの風とやま鉄道株式会社、加越能バス

株式会社､日本海ガス株式会社、高岡ガス

株式会社、一般社団法人日本コミュニティ

ーガス協会北陸支部、一般社団法人富山県

エルピーガス協会、一般社団法人富山県ト

ラック協会、北日本放送株式会社、富山テ

レビ放送株式会社、株式会社チューリップ

テレビ、株式会社北日本新聞社、株式会社

北國新聞社富山本社、富山エフエム放送株

式会社、一般財団法人富山県ケーブルテレ

ビ協議会、公益社団法人富山県医師会、公

益社団法人富山県看護協会、公益社団法人

富山県薬剤師会、一般社団法人富山県歯科

医師会、社会福祉法人富山県社会福祉協議

会、土地改良区及び指定水防管理団体をい

う。 

究開発法人量子科学技術研究開発機構及

び国立研究開発法人日本原子力研究開発

機構をいう。 

（４）指定地方公共機関：災対法第２条第６号で定める公共機関等で

あり、本計画では、富山地方鉄道株式会社、

あいの風とやま鉄道株式会社、加越能バス

株式会社､日本海ガス株式会社、高岡ガス

株式会社、一般社団法人日本コミュニティ

ーガス協会北陸支部、一般社団法人富山県

エルピーガス協会、一般社団法人富山県ト

ラック協会、北日本放送株式会社、富山テ

レビ放送株式会社、株式会社チューリップ

テレビ、株式会社北日本新聞社、株式会社

北國新聞社、富山エフエム放送株式会社、

一般財団法人富山県ケーブルテレビ協議

会、公益社団法人富山県医師会、公益社団

法人富山県看護協会、公益社団法人富山県

薬剤師会、一般社団法人富山県歯科医師

会、社会福祉法人富山県社会福祉協議会、

土地改良区及び指定水防管理団体をいう。 
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富山県地域防災計画（原子力災害編）修正案（第１章） 新旧対照表 

旧 新 備考 

第１章 総 則 

第１節 目的 

第１ 富山県における原子力災害対策の基本となる計画 

富山県地域防災計画原子力災害編は、災対法及び原子力災害対

策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号。以下「原災法」という。）

に基づき、北陸電力株式会社志賀原子力発電所（以下「発電所」

という。）又は事業所外運搬における、放射性物質又は放射線が

異常な水準で事業所外（運搬の場合は輸送容器外）へ放出される

ことによる原子力災害の発生及び拡大を防止し、原子力災害の復

旧を図るために必要な対策について、県、市町村、指定地方行政

機関、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関がとる

べき措置を定め、総合的かつ計画的な原子力防災事務又は業務の

遂行により、県民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護す

ることを目的とする。 

 

第２節 計画の性格 

 第１～第３ （略） 

 第４ 計画の修正 

この計画は、災対法第 40 条の規定に基づき、毎年検討を加え、

防災基本計画、原子力災害対策指針、県の体制・組織の見直し等

により修正の必要があると認める場合にはこれを変更するもの

とする。 

 

第１章 総 則 

第１節 目的 

第１ 富山県における原子力災害対策の基本となる計画 

富山県地域防災計画原子力災害編は、災対法及び原子力災害対

策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号。以下「原災法」という。）

に基づき、北陸電力株式会社志賀原子力発電所（以下「発電所」

という。）又は発電所の外における放射性物質の運搬（以下「事

業所外運搬」という。）における、放射性物質又は放射線が異常

な水準で発電所外（事業所外運搬の場合は輸送容器外）へ放出さ

れることによる原子力災害の発生及び拡大を防止し、原子力災害

の復旧を図るために必要な対策について、県、市町村、指定地方

行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関が

とるべき措置を定め、総合的かつ計画的な原子力防災事務又は業

務の遂行により、県民の生命、身体及び財産を原子力災害から保

護することを目的とする。 

第２節 計画の性格 

 第１～第３ （略） 

 第４ 計画の修正 

この計画は、災対法第 40 条の規定に基づき、毎年検討を加え、

防災基本計画、原子力災害対策指針、県の体制・組織の見直し等

により修正の必要があると認める場合にはこれを修正するもの

とする。 
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旧 新 備考 

第３節～第４節 （略） 

 

第５節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 

第１ 原子力災害対策指針において示される原子力災害対策重点

区域 

（略） 

「原子力災害が発生した場合において、放射性物質又は放射線

の異常な放出による周辺環境への影響の大きさ、影響が及ぶまで

の時間は、異常事態の態様、施設の特性、気象条件、周辺の環境

状況、住民の居住状況等により異なるため、発生した事態に応じ

て臨機応変に対処する必要がある。その際、住民等に対する被ば

くの防護措置を短期間で効率的に行うためには、あらかじめ異常

事態の発生を仮定し、施設の特性等を踏まえて、その影響の及ぶ

可能性がある区域（「原子力災害対策重点区域」）を定めた上で、

重点的に原子力災害に特有な対策を講じておくことが必要であ

る。 

（略） 

１ 予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary 

Action Zone） 

原子力災害対策指針によれば、「ＰＡＺとは、急速に進展

する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響

を回避し又は最小化するため、ＥＡＬに応じて、即時避難を

実施する等、通常の運転及び停止中の放射性物質の放出量と

は異なる水準で放射性物質が放出される前の段階から予防

第３節～第４節 （略） 

 

第５節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 

第１ 原子力災害対策指針において示される原子力災害対策重点

区域 

（略） 

「原子力災害が発生した場合において、放射性物質又は放射線

の異常な放出による周辺環境への影響の大きさ、影響が及ぶまで

の時間は、異常事態の態様、施設の特性、気象条件、周辺の環境

状況、住民の居住状況等により異なるため、発生した事態に応じ

て臨機応変に対処する必要がある。その際、住民等に対する被ば

くの防護措置を短期間で効率的に行うためには、あらかじめ異常

事態の発生を仮定し、施設の特性等を踏まえて、その影響の及ぶ

可能性がある区域を定めた上で、重点的に原子力災害に特有な対

策を講じておくこと（以下、当該対策が講じられる区域を「原子

力災害対策重点区域」という。）が必要である。 

  （略） 

１ 予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary 

Action Zone） 

原子力災害対策指針によれば、「ＰＡＺとは、急速に進展

する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響

を回避し又は最小化するため、ＥＡＬに応じて、即時避難を

実施する等、通常の運転及び停止中の放射性物質の放出量と

は異なる水準で放射性物質が放出される前の段階から予防
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旧 新 備考 

的に防護措置を準備する区域である。発電用原子炉施設に係

るＰＡＺの具体的な範囲については、ＩＡＥＡの国際基準に

おいて、ＰＡＺの最大半径を原子力施設から３～５km の間

で設定すること（５km を推奨）とされていること等を踏ま

え、「原子力施設からおおむね５km」を目安とする。なお、

この目安については、主として参照する事故の規模等を踏ま

え、迅速で実効的な防護措置を講ずることができるよう検討

した上で、継続的に改善していく必要がある。」とされてい

る。 

２ （略） 

 第２ （略） 

 

第６節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 

第１ 緊急事態の段階 

緊急事態の進展に応じて、関係者が共通の認識に基づき意思決

定を行うことが重要であることから、国の原子力災害対策指針を

踏まえ、緊急事態への対応の状況を、準備段階・初期対応段階・

中期対応段階・復旧段階に区分し、各区分の対応について検討し

ておくこととする。 

  （略） 

第２ 緊急事態初期対応段階における防護措置の考え方 

  （略） 

１ 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（Emergency Action 

Level。以下「ＥＡＬ」という。） 

的に防護措置を準備する区域である。発電用原子炉施設に係

るＰＡＺの具体的な範囲については、ＩＡＥＡの国際基準に

おいて、ＰＡＺの最大半径を原子力施設から３～５km の間

で設定すること（５km を推奨）とされていること等を踏ま

え、「原子力施設からおおむね半径５km」を目安とする。な

お、この目安については、主として参照する事故の規模等を

踏まえ、迅速で実効的な防護措置を講ずることができるよう

検討した上で、継続的に改善していく必要がある。」とされ

ている。 

２ （略） 

 第２ （略） 

 

第６節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 

第１ 緊急事態の段階 

緊急事態においては、事態の進展に応じて、関係者が共通の認

識に基づき意思決定を行うことが重要であることから、国の原子

力災害対策指針を踏まえ、緊急事態への対応の状況を、準備段階

・初期対応段階・中期対応段階・復旧段階に区分し、各段階の対

応について検討しておくこととする。 

  （略） 

第２ 緊急事態初期対応段階における防護措置の考え方 

  （略） 

１ 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（Emergency Action 

Level。以下「ＥＡＬ」という。） 
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旧 新 備考 

（１）基本的な考え方 

緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態

を把握し、発電所の状況や当該施設からの距離等に応じ、防

護措置の準備やその実施等を適切に進めることが重要であ

る。このような対応を実現するため、以下のとおり、発電所

の状況に応じて、緊急事態を、警戒事態、施設敷地緊急事態

及び全面緊急事態の３つに区分し、各区分における、事業者、

国、地方公共団体のそれぞれが果たすべき役割を明らかにす

る必要がある。緊急事態区分と主要な防護措置の枠組みにつ

いては、原子力災害対策指針においては、表１－１のとおり

とりまとめられている。また、同指針において全面緊急事態

に至った場合の対応の流れは図１のとおり示されている。た

だし、これらの事態は、ここに示されている順序のとおりに

発生するものではなく、事態の進展によっては全面緊急事態

に至るまでの時間的間隔がない場合等があり得ることを想

定する。 

志賀原子力発電所において、緊急事態が発生した場合の対

応は、概ね次のとおりである。 

ア 警戒事態 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれ

が緊急のものではないが、発電所における異常事象の発生

又はそのおそれがあるため、情報収集や、緊急時モニタリ

ング（放射性物質若しくは放射線の異常な放出又はそのお

それがある場合に実施する環境放射線モニタリングをい

（１）基本的な考え方 

緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態

を把握し、発電所の状況や当該施設からの距離等に応じ、防

護措置の準備やその実施等を適切に進めることが重要であ

る。このような対応を実現するため、以下のとおり、発電所

の状況に応じて、緊急事態を、警戒事態、施設敷地緊急事態

及び全面緊急事態の３つに区分し、各区分における、原子力

事業者、国、地方公共団体のそれぞれが果たすべき役割を明

らかにする必要がある。緊急事態区分と主要な防護措置の枠

組みについては、原子力災害対策指針においては、表１－１

のとおりとりまとめられている。また、同指針において全面

緊急事態に至った場合の対応の流れは図１のとおり示され

ている。ただし、これらの事態は、ここに示されている順序

のとおりに発生するものではなく、事態の進展によっては全

面緊急事態に至るまでの時間的間隔がない場合等があり得

ることを想定する。 

発電所において、緊急事態が発生した場合の対応は、概ね

次のとおりである。 

ア 警戒事態 

警戒事態は、その時点では公衆への放射線による影響や

そのおそれが緊急のものではないが、発電所における異常

事象の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や、緊急

時モニタリング（放射性物質若しくは放射線の異常な放出

又はそのおそれがある場合に実施する環境放射線モニタ

 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 
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う。以下同じ。）の準備、施設敷地緊急事態要避難者（避

難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施に

より健康リスクの高まらない要配慮者（高齢者、障害者、

外国人、乳幼児、妊産婦、傷病者、入院患者等をいう。以

下同じ。）、安定ヨウ素剤（医薬品ヨウ化カリウム（丸薬、

内服薬）を指す。以下同じ。）を事前配布されていない者

及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な者のうち、施設敷地緊

急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な

者をいう。以下同じ。）の避難等の防護措置の準備を開始

する必要がある段階である。 

この段階では、北陸電力は、警戒事態に該当する事象の

発生及び発電所の状況について直ちに国に連絡しなけれ

ばならない。また、北陸電力は、これらの経過について、

連絡しなければならない。国は、北陸電力の情報を基に警

戒事態の発生の確認を行い、遅滞なく県、志賀原発立地県

である石川県等の地方公共団体及び公衆等に対する情報

提供を行わなければならない。国、石川県、志賀町等は発

電所の近傍のＰＡＺ（第５節第１ １で述べるＰＡＺをい

う。以下同じ。）内において、実施に比較的時間を要する

防護措置の準備に着手しなければならない。 

 

 

 

 

リングをいう。以下同じ。）の準備、施設敷地緊急事態要

避難者（注）の避難等の防護措置の準備を開始する必要が

ある段階である。 

 

 

 

 

 

 

 

この段階では、北陸電力は、警戒事態に該当する事象の

発生及び発電所の状況について直ちに国に連絡しなけれ

ばならない。また、北陸電力は、これらの経過について、

連絡しなければならない。国は、北陸電力の情報を基に警

戒事態の発生の確認を行い、遅滞なく、県、発電所立地県

である石川県等の地方公共団体及び公衆等に対する情報

提供を行わなければならない。国、石川県、志賀町等は発

電所の近傍のＰＡＺ内において、実施に比較的時間を要す

る防護措置の準備に着手しなければならない。 

（注）施設敷地緊急事態要避難者 

施設敷地緊急事態要避難者は次に掲げるものをいう。 

○要配慮者（災対法第８条第２項第 15 号に規定する要

配慮者すなわち高齢者、障害者、乳幼児その他の特に

配慮を要する者をいい、妊婦、授乳婦及び乳幼児の保

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 
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イ～ウ （略） 

（２）具体的な基準 

これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原

子力事業者が判断するための基準として、発電所における深

層防護を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機

能の状態、外的事象の発生等の発電所の状態等で評価する緊

急時活動レベル（ＥＡＬ）を設定する。 

具体的なＥＡＬの設定については、各原子力施設の特性及

び立地地域の状況に応じ、原子力規制委員会が示すＥＡＬの

枠組みを踏まえ原子力事業者が行うこととされており、北陸

電力の原子力事業者防災業務計画を踏まえたＥＡＬは下表

のとおりである。 

 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

１．原子炉停止機能の異常のおそれ※１ 

護者等を含む。）のうち、避難の実施に通常以上の時

間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが高

まらないもの 

○要配慮者以外の者のうち、次のいずれかに該当し、か

つ、早期の避難等の防護措置の実施が必要なもの 

（ア）安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した

もの 

（イ）（ア）のほか、安定ヨウ素剤を事前配布されて

いないもの 

イ～ウ （略） 

（２）具体的な基準 

これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原

子力事業者が判断するための基準として、発電所における深

層防護を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機

能の状態、外的事象の発生等の発電所の状態等で評価する緊

急時活動レベル（ＥＡＬ）を設定する。 

具体的なＥＡＬの設定については、各原子力施設の特性及

び立地地域の状況に応じ、原子力規制委員会が示すＥＡＬの

枠組み等を踏まえ原子力事業者が行うこととされており、北

陸電力の志賀原子力発電所原子力事業者防災業務計画（以下

「原子力事業者防災業務計画」という。）におけるＥＡＬは

下表のとおりである。 

警戒事態を判断するＥＡＬ 

１．原子炉停止機能の異常又は異常のおそれ※１ 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

表記の統一 

用語の整理 

 

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 
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原子炉の運転中に原子炉緊急停止系作動回路の１チャンネル

から原子炉停止信号が発信され、その状態が一定時間継続された

場合において、当該原子炉停止信号が発信された原因を特定でき

ない場合。 

 

 

２．原子炉冷却材の漏えい※１  

原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超える原子炉

冷却材の漏えいが起こり、定められた時間内に定められた措置を

実施できない場合。 

 

 

３．～４． （略）  

５．全交流電源喪失のおそれ※１ 

全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統のみとなっ

た場合で当該母線への電気の供給が１つの電源のみとなり、その

状態が 15 分以上継続した場合、又は外部電源喪失が３時間以上

継続した場合。 

６．～８． （略） 

９．単一障壁の喪失または喪失可能性※１ 

（略） 

10．原子炉制御室他の機能喪失のおそれ※１ 

中央制御室その他の箇所からの原子炉の運転や制御に影響を

及ぼす可能性が生じた場合。 

原子炉の運転中に原子炉保護回路の１チャンネルから原子炉

停止信号が発信され、その状態が一定時間継続された場合におい

て、当該原子炉停止信号が発信された原因を特定できない場合、

又は原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉制御室から

の制御棒の挿入操作により原子炉を停止することができない場

合、若しくは停止したことを確認することができない場合。 

２．原子炉冷却材の漏えい※１  

原子炉の運転中に保安規定（規制法第 43 条の３の 24 に規定す

る保安規定をいう。以下同じ。）で定められた数値を超える原子

炉冷却材の漏えいが起こり、定められた時間内に定められた措置

を実施できない場合、又は原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置

の作動を必要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合。 

３．～４． （略） 

５．非常用交流高圧母線喪失又は喪失のおそれ※１ 

非常用交流母線が１となった場合において当該非常用交流母

線に電気を供給する電源が１となる状態が 15 分間以上継続した

場合、全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止した場合、

又は外部電源喪失が３時間以上継続した場合。 

６．～８． （略） 

９．単一障壁の喪失又は喪失のおそれ※１ 

（略） 

10．原子炉制御室他の機能喪失のおそれ※１ 

中央制御室及び中央制御室外操作盤室（実用発電用原子炉及び

その附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 
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11．～12． （略） 

13．その他 

・志賀町において、震度６弱以上の地震が発生した場合。 

・志賀町沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表され

た場合。 

・オンサイト統括が警戒を必要と認める当該原子力施設の重要な

故障等が発生した場合。 

・当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える

外部事象が発生した場合（竜巻、洪水、台風、火山等）。※１ 

・その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及

ぼすおそれがあることを認知した場合など委員長又は委員長

代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

※１～注 （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 

１．～８． （略） 

９．全交流電源の 30 分以上喪失※１ 

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が

30 分間以上継続した場合。 

員会規則第６号）第 38 条第４項及び研究開発段階発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年原子力規

制委員会規則第 10 号）第 37 条第４項に規定する装置が施設され

た室をいう。以下同じ。）からの原子炉の運転や制御に影響を及

ぼす可能性が生じた場合。 

11．～12． （略） 

13．その他 

・志賀町において、震度６弱以上の地震が発生した場合。 

・志賀町沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表され

た場合。 

・オンサイト統括が警戒を必要と認める原子炉施設の重要な故障

等が発生した場合。 

・当該原子炉施設において新規制基準で定める設計基準を超える

外部事象が発生した場合（竜巻、洪水、台風、火山等）。※１ 

・その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及

ぼすおそれがあることを認知した場合など委員長又は委員長

代行が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

※１～注 （略） 

 

施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ 

１．～８． （略） 

９．非常用交流高圧母線の 30 分間以上喪失※１ 

全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その

状態が 30 分間以上継続した場合。 

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 
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10． （略）  

11．停止中の原子炉冷却機能の喪失※１ 

原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置

（当該原子炉へ低圧で注水するものに限る。）が作動する水位ま

で低下した場合において、全ての非常用炉心冷却装置による注水

ができない場合。 

12．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失※１ 

使用済燃料貯蔵槽プールの水位を維持できない場合又は当該

貯蔵プールの水位を維持できていないおそれがある場合におい

て、当該貯蔵プールの水位を測定できない場合。 

13． （略） 

14．原子炉制御室の一部の機能喪失・警報喪失※１ 

中央制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支障が生じた場

合、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した

場合において、中央制御室に設置する原子炉及びその附属施設

（以下「原子炉施設」という。）の状態を表示する装置若しくは

原子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が喪失した

場合。 

15．所内外通信連絡機能の全て喪失※１ 

（略） 

16． （略）  

17．原子炉格納容器圧力逃し装置の使用※１ 

（略） 

18．２つの障壁の喪失または喪失可能性※１ 

10． （略） 

11．停止中の原子炉冷却機能の喪失※１ 

原子炉の停止中に原子炉圧力容器内の水位が非常用炉心冷却

装置（当該原子炉へ低圧で注水するものに限る。）が作動する水

位まで低下した場合において、全ての非常用炉心冷却装置による

注水ができない場合。 

12．使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失※１ 

使用済燃料貯蔵槽プールの水位を維持できない場合、又は当該

貯蔵プールの水位を維持できていないおそれがある場合におい

て、当該貯蔵プールの水位を測定できない場合。 

13． （略） 

14．原子炉制御室他の一部の機能喪失・警報喪失※１ 

中央制御室及び中央制御室外操作盤室の環境が悪化すること

により原子炉の制御に支障が生じた場合、又は原子炉若しくは使

用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場合において、中央制御室

に設置する原子炉及びその附属施設（以下「原子炉施設」という。）

の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警

報装置の機能の一部が喪失した場合。 

15．所内外通信連絡機能の全ての喪失※１ 

（略） 

16． （略）  

17．原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用※１ 

（略） 

18．２つの障壁の喪失又は喪失のおそれ※１ 

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 
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（略） 

19．防護措置の準備および一部実施が必要な事象発生 

（略） 

20． （略） 

※１～注 （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 

１．～３． （略） 

４．事業所外運搬での放射線量率の異常上昇又は放射性物質の異常

漏えい 

①火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外

運搬に使用する容器から１m 離れた場所において、10mSv/h 以

上の放射線量が検出された場合。なお、火災、爆発その他これ

らに類する事象の状況により放射線量の測定が困難である場

合であって、その状況に鑑み、上記の放射線量の水準が検出さ

れる蓋然性が高い場合には、当該放射線量の水準が検出された

ものとみなす 

②火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外

運搬に使用する容器から省令第４条に定められた量の放射性

物質が漏えいした場合又は漏えいの蓋然性が高い状態である

場合（ＩＰ型を除く）。 

５．原子炉停止の失敗または停止確認不能※１ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入により

原子炉を停止することができない場合又は停止したことを確認

（略） 

19．防護措置の準備及び一部実施が必要な事象発生 

（略） 

20． （略） 

※１～注 （略） 

 

全面緊急事態を判断するＥＡＬ 

１．～３． （略） 

４．事業所外運搬での放射線量率の異常上昇又は放射性物質の異常

漏えい 

①火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外

運搬に使用する容器から１m 離れた場所において、10mSv/h 以

上の放射線量が検出された場合。なお、火災、爆発その他これ

らに類する事象の状況により放射線量の測定が困難である場

合であって、その状況に鑑み、上記の放射線量の水準が検出さ

れる蓋然性が高い場合には、当該放射線量の水準が検出された

ものとみなす。 

②火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、事業所外

運搬に使用する容器から命令第４条に定められた量の放射性

物質が漏えいした場合又は漏えいの蓋然性が高い状態である

場合（ＩＰ型を除く）。 

５．全ての原子炉停止操作の失敗※１ 

原子炉の非常停止が必要な場合において、全ての停止操作によ

り原子炉を停止することができない場合、又は停止したことを確

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 
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することができない場合。  

６．～７． （略） 

８．格納容器圧力の異常上昇 

（略） 

９． （略）  

10．全交流電源の１時間以上喪失※１ 

全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その状態が

１時間以上継続した場合。 

11．全直流電源の５分以上喪失※１ 

（略） 

12． （略）  

13．停止中の原子炉冷却機能の完全喪失※１ 

原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置

（当該原子炉へ低圧で注水するものに限る。）が作動する水位ま

で低下した場合において、全ての非常用炉心冷却装置等による注

水ができない場合。 

14．～15． （略） 

16．原子炉制御室の機能喪失・警報喪失※１ 

中央制御室が使用できなくなることにより、中央制御室からの

原子炉を停止する機能および冷温停止状態を維持する機能が喪

失した場合又は原子炉施設に異常が発生した場合において、中央

制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が喪失した場

合。 

認することができない場合。  

６．～７． （略） 

８．格納容器圧力の異常上昇※１ 

（略） 

９． （略）  

10．非常用交流高圧母線の１時間以上喪失※１ 

全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、その

状態が１時間以上継続した場合。 

11．全直流電源の５分間以上喪失※１ 

（略） 

12． （略）  

13．停止中の原子炉冷却機能の完全喪失※１ 

原子炉の停止中に原子炉圧力容器内の水位が非常用炉心冷却

装置（当該原子炉へ低圧で注水するものに限る。）が作動する水

位まで低下した場合において、全ての非常用炉心冷却装置等によ

る注水ができない場合。 

14．～15． （略） 

16．原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失※１ 

中央制御室及び中央制御室外操作盤室が使用できなくなるこ

とにより原子炉を停止する機能及び冷温停止状態を維持する機

能が喪失した場合、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに

異常が発生した場合において、中央制御室に設置する原子炉施設

の状態を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警

報装置の全ての機能が喪失した場合。 

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 
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17．２つの障壁喪失および１つの障壁の喪失または喪失可能性※１ 

（略） 

18．～19． （略） 

※１～※２ （略） 

注：（略） 

「省令」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管

理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する省令をい

う。 

（略） 

２ （略） 

 

第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

原子力防災に関し、県、氷見市、指定地方行政機関、指定公共機

関、指定地方公共機関、公共的団体等の防災関係機関が処理すべき

事務又は業務大綱は富山県地域防災計画総則第３節「防災関係機関

等の責務」「防災関係機関等の業務大綱」を基本に次のとおりとす

る。 

１ 県 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 県地域防災計画の作成及び改定に関すること 

２～８ （略） 

９ 環境モニタリング設備及び機器類の整備に関すること 

10 緊急時医療設備等の整備に関すること 

 

17．２つの障壁喪失及び１つの障壁の喪失又は喪失のおそれ※１ 

（略） 

18．～19． （略） 

※１～※２ （略） 

注：（略） 

「命令」とは、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管

理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する命令をい

う。 

（略） 

２ （略） 

 

第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

原子力防災に関し、県、氷見市、指定地方行政機関、指定公共機

関、指定地方公共機関、公共的団体等の防災関係機関が処理すべき

事務又は業務大綱は富山県地域防災計画（風水害編、火災編、個別

災害編）総則第３節「防災関係機関等の責務」「防災関係機関等の

業務大綱」を基本に次のとおりとする。 

１ 県 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ この計画の作成及び修正に関すること 

２～８ （略） 

９ 環境放射線モニタリング設備及び機器類の整備に関すること 

10 原子力災害時における医療対応（以下「原子力災害医療」とい

う。）のための設備等の整備に関すること 

ＥＡＬの見直

しに伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

表記の統一 

記載の適正化 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 
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11～20 （略） 

21 緊急時医療に関すること 

22～28 （略） 

29 志賀原発立地県である石川県との連携に関すること 

 

２ 富山県警察 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１～４ （略） 

５ 原災法第 17 条第９項に規定する緊急事態応急対策を実施すべ

き区域（以下「緊急事態応急対策実施区域」という。）及びその

周辺地域の警備並びに交通規制に関すること 

 

 

６ （略） 

 

３ （略） 

 

４ 原子力防災専門官 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ （略） 

２ 原子力事業者防災業務計画の作成及び改定に対する指導・助言

に関すること 

３～６ （略） 

11～20 （略）  

21 原子力災害医療に関すること 

22～28 （略） 

29 発電所立地県である石川県との連携に関すること 

 

２ 富山県警察 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１～４ （略） 

５ 原災法第17条第９項に規定する緊急事態応急対策実施区域（以

下「緊急事態応急対策実施区域」という。）及び同項に規定する

原子力災害事後対策実施区域（以下「原子力災害事後対策実施区

域」という。）並びにこれらの周辺地域の警備並びに交通規制に

関すること 

６ （略） 

 

３ （略） 

 

４ 原子力防災専門官 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ （略） 

２ 原子力事業者防災業務計画の作成及び修正に対する指導・助言

に関すること 

３～６ （略） 

 

表記の統一 

 

表記の統一 

 

 

 

 

原災法の規定

に合わせた修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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旧 新 備考 

 

５ 原子力保安検査官 

 （略） 

 

６ （略） 

 

７ 氷見市 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 氷見市地域防災計画の作成及び改定に関すること 

２～21 （略） 

 

８ （略） 

 

９ 指定地方行政機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

中部経済産業局 （略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

北陸地方整備局 （略） 

（略） （略） 

大阪航空局 （略） 

 

５ 原子力運転検査官 

 （略） 

 

６ （略） 

 

７ 氷見市 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 氷見市地域防災計画の作成及び修正に関すること 

２～21 （略） 

 

８ （略） 

 

９ 指定地方行政機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

中部経済産業局 （略） 

中部近畿産業保安

監督部 

１ 火薬類、高圧ガス、液化石油ガス等所掌に

係る危険物又はその施設、鉱山施設、電気施

設、ガス施設の保安に関すること 

北陸地方整備局 （略） 

（略） （略） 

大阪航空局 （略） 

 

原子炉等規制

法の改正に合

わせた修正 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計

画(風水害編)

の記載に合わ

せた修正 
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小松空港事務所 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

東京管区気象台 

富山地方気象台 

（略） 

伏木海上保安部 １～２ （略） 

３ 海上の緊急事態応急対策実施区域及びそ

の周辺における治安の確保に関すること 

 

４～５ （略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

10 指定公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

独立行政法人国立 （略） 

小松空港事務所 

国土地理院 

北陸地方測量部 

１ 防災に関する情報の収集、地理空間情報提

供に関すること 

２ 災害時における被害情報の収集・把握に役

立つ地理空間情報の提供、災害復旧・復興の

ための緊急測量の実施に関すること 

３ 災害復旧・復興のための公共測量に関する

指導・助言 

東京管区気象台 

富山地方気象台 

（略） 

伏木海上保安部 １～２ （略） 

３ 海上の緊急事態応急対策実施区域及び原

子力災害事後対策実施区域並びにこれらの

周辺における治安の確保に関すること 

４～５ （略） 

中部地方環境事務

所 

１ 有害物質等の発生等による汚染状況の情

報収集及び提供に関すること 

２ 災害時における廃棄物に関すること 

 

10 指定公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） （略） 

独立行政法人国立 （略） 

 

県地域防災計

画(風水害編)

の記載に合わ

せた修正 

 

 

 

 

 

 

原災法の規定

に合わせた修

正 

 

指定地方行政

機関の追加 
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病院機構 

（新設） （新設） 

 

 

 

（新設） （新設） 

 

 

（新設） （新設） 

 

 

（新設） （新設） 

 

 

日本通運株式会社

富山支店 

（略） 

（略） （略） 

 

11 （略） 

 

12 指定地方公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

鉄軌道・バス事業会 （略） 

病院機構 

北陸電力 １ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害

復旧に関すること 

２ 災害時における電力供給の確保に関する

こと 

北陸電力送配電株

式会社 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害

復旧に関すること 

２ 災害時における電力供給に関すること 

関西電力株式会社

北陸支社 

 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害

復旧に関すること 

２ 災害時における電力融通に関すること 

関西電力送配電株

式会社北陸電力本

部 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害

復旧に関すること 

２ 災害時における電力融通に関すること 

日本通運株式会社

富山支店 

（略） 

（略） （略） 

 

11 （略） 

 

12 指定地方公共機関 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

鉄軌道・バス事業会 （略） 

 

分社化に伴う

修正及び電力

事業者として

の記載を追加 
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社 

富山地方鉄道㈱ 

あいの風とやま鉄

道㈱ 

加越能バス㈱ 

 

 

ガス供給事業株式会

社等 

日本海ガス㈱ 

高岡ガス㈱ 

（一社）日本コミ

ュニティーガス協

会北陸支部 

（一社）富山県エ

ルピーガス協会 

 

 

（略） 

自動車運送事業会社 

（一社）富山県ト

ラック協会 

（略） 

報道機関 

北日本放送㈱ 

富山テレビ放送㈱ 

（略） 

社 

富山地方鉄道株式

会社 

あいの風とやま鉄

道株式会社 

加越能バス株式会

社 

ガス供給事業株式会

社等 

日本海ガス株式会

社 

高岡ガス株式会社 

一般社団法人日本

コミュニティーガ

ス協会北陸支部 

一般社団法人富山

県エルピーガス協

会 

（略） 

自動車運送事業会社 

一般社団法人富山

県トラック協会 

（略） 

報道機関 

北日本放送株式会

社 

（略） 

表記の統一 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

表記の統一 
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㈱チューリップテ

レビ 

㈱北日本新聞社 

㈱北國新聞社富山

本社 

富山エフエム放送

㈱ 

(一財)富山県ケー

ブルテレビ協議会 

 

 

 

 

（公社）富山県医師

会 

（公社）富山県看護

協会 

（公社）富山県薬剤

師会 

（一社）富山県歯科

医師会 

（略） 

（福）富山県社会福

祉協議会 

（略） 

（新設） （新設） 

富山テレビ放送株

式会社 

株式会社チューリ

ップテレビ 

株式会社北日本新

聞社 

株式会社北國新聞

社富山本社 

富山エフエム放送

株式会社 

一般社団法人富山

県ケーブルテレビ

協議会 

公益社団法人富山県

医師会 

公益社団法人富山県

看護協会 

公益社団法人富山県

薬剤師会 

一般社団法人富山県

歯科医師会 

（略） 

社会福祉法人富山県

社会福祉協議会 

（略） 

土地改良区 １ 水門、水路、ため池等の施設の整備及び

表記の統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 
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（新設） 

 

（新設） 

 

13 北陸電力 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１～２ （略） 

３ 原子力防災組織の設置に関すること 

 

 

４ 発電所の防災体制の整備に関すること 

５ 関係市町村の住民等への放射線防護等に関する知識の普及･啓

発に関すること 

６ 発電所の災害予防に関すること 

７ 非常用通信機器及び通信連絡体制の整備に関すること 

８ 放射線測定設備（以下「敷地境界モニタリングポスト」という。）

及び計測器等の整備に関すること 

９ 敷地境界モニタリングポストにより測定した放射線量の記録

及び公表に関すること 

10 放射線障害防護用器具及びその他資機材の整備に関すること 

11 従業員等に対する防災に係る教育訓練等に関すること 

12 原子力防災対策資料の整備に関すること 

13 特定事象等発生時の通報等に関すること 

防災管理並びに災害復旧に関すること 

指定水防管理団体 １ 水防施設、資機材の整備及び防災管理並

びに災害復旧に関すること 

 

13 原子力事業者（北陸電力） 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１～２ （略） 

３ 原子力防災組織の設置に関すること 

４ 原子力防災管理者等の選任又は解任に関すること 

５ 原災法に基づく原子力防災要員等の届出に関すること 

６ 発電所の防災体制の整備に関すること 

７ 関係市町村の住民等への放射線防護等に関する知識の普及･啓

発に関すること 

８ 発電所の災害予防に関すること 

９ 非常用通信機器及び通信連絡体制の整備に関すること 

10 放射線測定設備（以下「敷地境界モニタリングポスト」という。）

及び計測器等の整備に関すること 

11 敷地境界モニタリングポストにより測定した放射線量の記録

及び公表に関すること 

12 放射線障害防護用器具及びその他資機材の整備に関すること 

13 従業員等に対する防災に係る教育訓練等に関すること 

14 原子力防災対策資料の整備に関すること 

15 特定事象等発生時の通報等に関すること 

県地域防災計

画(風水害編)

の記載に合わ

せた修正 

記載の適正化 

 

 

 

原災法の規定

に合わせた修

正 
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14 発電所の敷地内の応急対策に関すること 

15 災害状況等の把握及び防災関係機関に対する情報の提供に関

すること 

16 緊急時モニタリングの実施に関すること 

17 合同対策協議会等への参加等に関すること 

18 県、氷見市、その他の市町村及び防災関係機関が実施する防災

対策に対する協力及び連携に関すること 

19 汚染の除去等に関すること 

20 災害復旧に関すること 

21 損害賠償の請求等への対応に関すること 

  

16 発電所の敷地内の応急対策に関すること 

17 災害状況等の把握及び防災関係機関に対する情報の提供に関

すること 

18 緊急時モニタリングの実施に関すること 

19 合同対策協議会等への参加等に関すること 

20 県、氷見市、その他の市町村及び防災関係機関が実施する防災対策

に対する協力及び連携に関すること 

21 汚染の除去等に関すること 

22 災害復旧に関すること 

23 損害賠償の請求等への対応に関すること 
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富山県地域防災計画（原子力災害編）修正案（第２章） 新旧対照表 

旧 新 備考 

第１節～第４節 （略） 

 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

第１ （略） 

第２ 関係機関との平常時からの連携（県総合政策局、各防災関係

機関） 

県は、平常時から関係機関、事業者等との間で、協定の締結な

ど連携強化を進めることにより、災害発生時に迅速かつ効果的な

災害応急対策が行えるように努めるものとし、協定締結などの連

携強化に当たっては、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理の

支援、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、関係

機関、事業者等との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活

用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど協力体

制を構築し、当該機関のノウハウや能力等の活用に努める。 

 

第３ 資機材利用に係る関係機関との連携（県総合政策局、各防災

関係機関） 

県は、燃料、発電機（非常用電源車を含む。）、建設機械等の応

急・復旧活動時に有用な資機材の種類、地域内の備蓄量、公的機関

・供給事業者等の保有量を把握し、その不足が懸念される場合には、

関係機関や事業者等との連携に努める。 

第４ （略） 

第１節～第４節 （略） 

 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

第１ （略） 

第２ 関係機関との平常時からの連携（県総合政策局、各防災関係

機関） 

県は、平常時から関係機関、事業者等との間で、協定の締結など

連携強化を進めることにより、災害発生時に迅速かつ効果的な災害

応急対策が行えるように努めるものとし、協定締結などの連携強化

に当たっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手続等の確

認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、民間事

業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理の支援、支

援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ、関係機関、事業

者等との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間

事業者の管理する施設を把握しておくなど協力体制を構築し、当該

機関のノウハウや能力等の活用に努める。 

第３ 資機材利用に係る関係機関との連携（県総合政策局、各防災

関係機関） 

県は、燃料、発電機（非常用電源車を含む。）、建設機械等の応

急・復旧活動時に有用な資機材について、地域内の備蓄量、公的機

関・供給事業者等の保有量を把握した上で、不足が懸念される場合

には、関係機関や民間事業者との連携に努める。 

第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

 

第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 

第１ 情報の収集・連絡体制の整備 

   １ （略） 

２ 機動的な情報収集体制（県総合政策局、市町村、各防災関

係機関） 

県は、機動的な情報収集活動を行うため、国、氷見市及び

その他の市町村等と協力し、必要に応じヘリコプター、車両

など多様な情報収集手段を活用できる体制の整備を図る。 

 

３ （略） 

４ 非常通信協議会との連絡（北陸総合通信局、県総合政策局、

経営管理部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、非常通信協議会と連携

し、非常通信体制の整備、有・無線通信システムの一体的運

用等により、災害時の重要通信の確保に関する対策の推進を

図る。 

 

５～８ （略） 

第２ （略） 

第３ 通信手段の確保 

   １ （略） 

   ２ 通信手段・経路の多様化 

   （１）～（３） （略） 

 

第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 

第１ 情報の収集・連絡体制の整備 

   １ （略） 

２ 機動的な情報収集体制（県総合政策局、市町村、各防災関

係機関） 

県は、機動的な情報収集活動を行うため、国、氷見市及び

その他の市町村等と協力し、必要に応じヘリコプター、無人

航空機、車両など多様な情報収集手段を活用できる体制の整

備を図る。 

３ （略） 

４ 非常通信協議会との連絡（北陸総合通信局、県総合政策局、

経営管理部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、非常通信体制の整備、

有・無線通信システムの一体的運用等により、災害時の重要

通信の確保に関する対策の推進を図る。この場合、非常通信

協議会とも連携し、訓練等を通じて、実効性の確保に留意す

る。 

５～８ （略） 

第２ （略） 

第３ 通信手段の確保 

   １ （略） 

   ２ 通信手段・経路の多様化 

   （１）～（３） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

   （４）多様な情報収集・伝達システムの整備 

県は、国（内閣府、警察庁、消防庁、国土交通省、海上

保安庁等）の協力のもと、被災現場の状況を迅速に収集す

るため、ヘリコプターテレビシステム、ヘリコプター衛星

通信システム（ヘリサット）、固定カメラ等による画像情

報の収集・連絡システムの整備を推進するものとする。ま

た、収集された画像を配信するための通信網の整備を図る

ものとする。 

 

（５）災害時優先電話等の活用 

県、氷見市及びその他の市町村は、電気通信事業者によ

り提供されている災害時優先電話等を効果的に活用する

よう努める。また、災害用に配備されている無線電話等の

機器については、運用方法等について習熟しておく。 

 

 

   （６）～（９） （略） 

 

第７節 緊急事態応急体制の整備 

 第１～第 10 （略） 

第 11 広域的な応援協力体制の拡充・強化（県総合政策局、市町

村、北陸電力、各防災関係機関） 

（略） 

また、県は、災害時において、防災関係機関の円滑な協力

   （４）多様な情報収集・伝達システムの整備 

県は、国（内閣府、警察庁、消防庁、防衛省、国土交通

省、海上保安庁、文部科学省等）の協力のもと、機動的な

情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、無人航空機、

巡視船、車両、人工衛星等の多様な情報収集手段を活用で

きる体制を整備するとともに、ヘリコプターテレビシステ

ム、ヘリコプター衛星通信システム（ヘリサット）、固定

カメラ等による画像情報の収集・連絡システムの整備を推

進する。 

（５）災害時優先電話等の活用 

県、氷見市及びその他の市町村は、電気通信事業者によ

り提供されている災害時優先電話等を効果的に活用する

よう努める。また、災害用に配備されている無線電話等の

機器については、運用方法等について習熟しておく。また、

ＩＰ電話を利用する場合は、ネットワーク機器等の停電対

策を図る。 

   （６）～（９） （略） 

 

第７節 緊急事態応急体制の整備 

 第１～第 10 （略） 

第 11 広域的な応援協力体制の拡充・強化（県総合政策局、市町

村、北陸電力、各防災関係機関） 

（略） 

また、県は、災害時において、防災関係機関の円滑な協力

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 
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旧 新 備考 

が得られるよう、災害時の応援協定を締結しており、今後、

さらに推進する。 

（略） 

 

 

 

 

 第 12 （略） 

 

第８節 環境放射線モニタリング体制の整備 

緊急時モニタリングを実施するために、国（原子力規制委員会（全

面緊急事態においては、原子力災害対策本部。緊急時モニタリング

に関しては、以下同じ。））の統括の下、緊急時モニタリングセン

ターが設置される。緊急時モニタリングセンターは、国（原子力規

制委員会、関係省庁）、地方公共団体、原子力事業者及び指定公共

機関等の要員により構成される。県は、国（原子力規制委員会）が

行う緊急時モニタリングセンターの体制の整備に協力する。 

 第１～第５ （略） 

第６ 緊急時モニタリングの測定結果共有・公表システム（原子力

規制委員会、内閣府、県総合政策局、生活環境文化部、北陸電

力） 

国は、緊急時モニタリングセンターと原子力災害現地対策本部

が緊密に連携できるよう、緊急時モニタリングセンターの企画調

整及び情報収集に係る機能を整備する。 

が得られるよう、災害時の応援協定を締結しており、今後、

さらに推進する。なお、県は、国や他の地方公共団体等から

の応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整

を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全体及び

各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の

執務スペースの確保を行う。 

（略） 

 第 12 （略） 

 

第８節 環境放射線モニタリング体制の整備 

緊急時モニタリングを実施するために、国の統括の下、緊急時モ

ニタリングセンターが設置される。緊急時モニタリングセンター

は、国（原子力規制委員会、関係省庁）、地方公共団体、原子力事

業者及び関係指定公共機関等の要員により構成される。県は、国（原

子力規制委員会）が行う緊急時モニタリングセンターの体制の整備

に協力する。 

 

 第１～第５ （略） 

第６ 緊急時モニタリングの測定結果共有・公表システム（原子力

規制委員会、内閣府、県総合政策局、生活環境文化部、北陸電

力） 

国は、緊急時モニタリングセンターと原子力災害現地対策本部

が緊密に連携できるよう、緊急時モニタリングセンターの企画調

整及び情報収集に係る機能を原則としてオフサイトセンターに

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 
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旧 新 備考 

（略） 

 

 

 第７ （略） 

 

第９節 避難の受入れ活動体制の整備 

 第１ （略） 

 第２ 避難所等の整備等 

１  避難所等の整備（県総合政策局、厚生部、教育委員会、市

町村） 

（略） 

県は、指定避難所となる施設については、必要に応じ、良

好な生活環境を確保するために、換気、照明等の施設の整備

に努めるよう、また、避難所等閉鎖後の除染措置を検討して

おくよう助言する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～８ （略） 

整備するとともに、県、立地県である石川県、氷見市等との情報

共有のために必要な通信機器等を整備する。 

（略） 

 第７ （略） 

 

第９節 避難の受入れ活動体制の整備 

 第１ （略） 

 第２ 指定避難所等の整備等 

１  指定避難所等の整備（県総合政策局、厚生部、教育委員会、

市町村） 

（略） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、指定避難所とな

る施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保する

ために、換気、照明等の施設の整備に努めるよう助言すると

ともに、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策につい

て、感染症患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防

災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合に

は、ホテルや旅館の活用やその場合の受入れ態勢等も含めて

検討するよう助言する。また、避難又は一時移転が必要な住

民に対しては、避難所が過密になることを防ぐため、可能な

場合には親戚や友人の家等への分散避難も検討するよう周

知に努めることについて助言する。さらに、指定避難所等閉

鎖後の除染措置を検討しておくよう助言する。 

２～８ （略） 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

９ 物資の備蓄に係る整備（県総合政策局、厚生部、教育委員

会、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、指定避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、

常備薬、炊出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備蓄

に努めるとともに、指定避難所となる施設において、あらか

じめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確保、通信設備の整

備等を進めるよう助言する。 

 

 

 第３～第９ （略） 

 

第 10 節 飲食物の出荷制限、摂取制限等 

第１ 飲食物の出荷制限、摂取制限に関する体制整備（原子力規制

委員会、内閣府、厚生労働省、農林水産省、県厚生部、農林水

産部） 

県は、国及び関係機関と協議し、飲食物の出荷制限、摂取制限

に関する体制をあらかじめ定めておく。 

第２ 飲食物の出荷制限、摂取制限等を行った場合の住民への供給

体制の確保（原子力規制委員会、内閣府、厚生労働省、農林水

産省、県厚生部、農林水産部、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、国から飲食物の出荷

制限、摂取制限等の指示がなされた場合の住民への飲食物の供給

体制をあらかじめ定めておくよう助言する。 

９ 物資の備蓄に係る整備（県総合政策局、厚生部、教育委員

会、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、指定避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、

常備薬、マスク、消毒液、炊出し用具、毛布等避難生活に必

要な物資等の備蓄に努めるとともに、指定避難所となる施設

において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所の確

保、通信設備の整備等を進めるよう助言する。また、県は、

必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるよう助言

する。 

 第３～第９ （略） 

 

第 10 節 飲食物の摂取制限及び出荷制限 

第１ 飲食物の摂取制限及び出荷制限に関する体制整備（原子力規

制委員会、内閣府、厚生労働省、農林水産省、県厚生部、農林

水産部） 

県は、国及び関係機関と協議し、飲食物の摂取制限及び出荷制

限に関する体制をあらかじめ定めておく。 

第２ 飲食物の摂取制限及び出荷制限を行った場合の住民への供

給体制の確保（原子力規制委員会、内閣府、厚生労働省、農林

水産省、県厚生部、農林水産部、市町村） 

県は、氷見市及びその他の市町村に対し、国から飲食物の摂取

制限及び出荷制限の指示がなされた場合の住民への飲食物の供

給体制をあらかじめ定めておくよう助言する。 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 
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旧 新 備考 

 

第 11 節 緊急輸送活動体制の整備 

 第１ （略） 

第２ 緊急輸送路の確保体制等の整備 

１ （略） 

２ 道路交通管理体制の整備（県警察本部、各道路管理者） 

国（警察庁、国土交通省）、県、氷見市及びその他の市町

村は、各々が管理する情報板等の道路交通関連設備につい

て、災害に対する安全性の確保を図るとともに、災害時の道

路交通管理体制を整備する。また、県警察は、災害時の交通

規制を円滑に行うため、警備業者等との間に交通誘導の実施

等の応急対策業務に関する協定等の締結に努める。 

３ 運転者の義務等の周知（県警察本部） 

県警察は、国（警察庁）と協力し、災害時において道路交

通規制が実施された場合の運転者の義務等について周知を

図る。 

４～６ （略） 

７ 運送事業者等との連携（県関係部局） 

県は、国（国土交通省等）と連携し、必要に応じ、緊急輸

送に係る調整業務等への運送事業者等の参加、物資の輸送拠

点における運送事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸

送拠点として運送事業者等の施設を活用するための体制整

備を図る。 

 

 

第 11 節 緊急輸送活動体制の整備 

第１ （略） 

第２ 緊急輸送路の確保体制等の整備 

１ （略） 

２ 道路交通管理体制の整備（県警察本部、各道路管理者） 

国（警察庁、国土交通省）、県、氷見市及びその他の市町

村は、各々が管理する信号機、情報板等の道路交通関連施設

について災害に対する安全性の確保を図るとともに、災害時

の道路交通管理体制を整備する。また、県警察は、災害時の

交通規制を円滑に行うため、警備業者等との間に交通誘導の

実施等の応急対策業務に関する協定等の締結に努める。 

３ 運転者の義務等の周知（県警察本部） 

県警察は、国（警察庁）と協力し、災害時において交通規

制が実施された場合の車両の運転者の義務等について周知

を図る。 

４～６ （略） 

７ 運送事業者等との連携（県関係部局） 

県は、国（国土交通省等）と連携し、緊急輸送が円滑に実

施されるよう、あらかじめ、運送事業者等と物資の保管、荷

捌き及び輸送に係る協定を締結するなど体制の整備に努め

る。この際、県は、災害時に物資の輸送拠点から指定避難所

等までの輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、

あらかじめ、適切な物資の輸送拠点を選定しておくよう努め

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 

 

 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

 

８ 緊急輸送のための環境整備（県関係部局） 

県は、国（経済産業省、国土交通省）と連携し、物資の調

達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法

の標準化、物資の輸送拠点となる民間施設への非常用電源や

非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通行車両等への優先

的な燃料供給等の環境整備を推進する。 

９ （略） 

 

第 12 節 救助・救急、消火及び防護資機材等の整備 

第１～第４ （略） 

第５ 物資の調達、供給活動 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生

部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国と連携し、大規模な

原子力災害が発生した場合の被害を想定し、孤立が想定され

るなど地域の地理的条件等も踏まえて、必要とされる食料そ

の他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備

し、それらの供給のための計画を定めておく。また、備蓄を

行うに当たって、大規模な地震が発生した場合や、冬季には、

物資の調達や輸送が平時のようには実施できないという認

識に立って初期の対応に十分な量を備蓄するほか、物資の性

格に応じ、集中備蓄又は指定避難所の位置を勘案した分散備

蓄を行う等の観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を

る。 

８ 緊急輸送のための環境整備（県関係部局） 

県は、国（経済産業省、国土交通省）と連携し、物資の調

達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理による発注方法

の標準化、物資の輸送拠点となる民間施設への非常用電源、

燃料貯蔵設備及び非常用通信設備の設置に係る支援、緊急通

行車両等への優先的な燃料供給等の環境整備を推進する。 

９ （略） 

 

第 12 節 救助・救急、消火及び防護資機材等の整備 

第１～第４ （略） 

第５ 物資の調達、供給活動 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生

部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び北陸電力と連携

し、大規模な原子力災害が発生した場合の被害及び外部支援

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や

過去の災害等を踏まえ、必要とされる食料、飲料水、生活必

需品、燃料、ブルーシート、土のう袋その他の物資について

あらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それらの必要な

物資の供給のための計画を定めておくとともに、物資調達・

輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や

物資拠点の登録に努める。また、備蓄を行うに当たって、大

規模な災害が発生した場合や、冬季には、物資の調達や輸送

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

設けるなど、体制の整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

２～３ （略） 

 

第 13 節 緊急時医療体制の整備 

第１ （略） 

第２ 原子力災害医療体制の構築（原子力規制委員会、広島大学､

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県診療放射

線技師会、県総合政策局、厚生部、市町村、日本赤十字社富山

県支部、関係医療機関） 

１ 原子力災害拠点病院、原子力災害医療協力機関の整備 

（１）県は、国又は国が指定する原子力災害医療・総合支援

センターと協力して、原子力災害拠点病院の指定及び原

子力災害医療協力機関の募集など、原子力災害医療体制

の整備に努める。また、おおむね３年ごとに、拠点病院

及び協力機関が施設要件に合致しているか否かを確認す

る。 

（２） （略） 

が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期

の対応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応

じ、集中備蓄又は指定避難所の位置を勘案した分散備蓄を行

うなどの観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設け

るなど、体制の整備に努める。さらに、平時から、訓練等を

通じて、物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うとともに、

災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連絡先、要請手

続等の確認を行うよう努める。 

２～３ （略） 

 

第 13 節 原子力災害医療体制の整備 

第１ （略） 

第２ 原子力災害医療体制の構築（原子力規制委員会、広島大学､

県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、県診療放射

線技師会、県総合政策局、厚生部、市町村、日本赤十字社富山

県支部、関係医療機関） 

１ 原子力災害拠点病院、原子力災害医療協力機関の整備 

（１）県は、高度被ばく医療センター、原子力災害医療・総

合支援センター、北陸電力等と調整の上、原子力災害医

療の中核的機能を担うための拠点となる原子力災害拠点

病院を指定し、原子力災害医療協力機関を登録するな

ど、原子力災害医療体制の整備に努める。また、おおむ

ね３年ごとに、拠点病院及び協力機関が施設要件に合致

しているか否かを確認する。 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 
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旧 新 備考 

 

２～３ （略） 

第３～第５ （略） 

第６ 安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備（原子力規制委員会、県

医師会、県薬剤師会、県看護協会、県総合政策局、厚生部、市

町村、関係医療機関） 

１ 緊急時における配布体制の整備 

県及び氷見市は、緊急時に住民等が避難や一時移転等を行

う際に安定ヨウ素剤を服用できるよう、配布場所、配布のた

めの手続き、配布及び服用に関与する医師、薬剤師の手配等

についてあらかじめ定めるとともに、配布用の安定ヨウ素剤

をあらかじめ適切な場所に備蓄する。 

 

 

２ 事前配布体制の整備 

県及び氷見市は、原子力災害対策指針を踏まえ、医療機関

等と連携して、避難の際に配布場所で安定ヨウ素剤を受け取

ることが困難と想定される地域等の住民等に対して、安定ヨ

ウ素剤の配布体制を整備し、速やかに安定ヨウ素剤の予防服

用が行えるよう、準備する。 

【事前配布の手順】 

（１）県及び氷見市は、事前配布用の安定ヨウ素剤を医療施設、

学校などの公共施設等において管理するとともに、事前配

布後における住民の紛失や一時滞在者に対する配布等に

（２） （略） 

２～３ （略） 

第３～第５ （略） 

第６ 安定ヨウ素剤の配布及び服用体制の整備（原子力規制委員

会、県医師会、県薬剤師会、県看護協会、県総合政策局、厚生

部、市町村、関係医療機関） 

１ 緊急時における配布体制の整備 

県及び氷見市は、緊急時に住民等が避難や一時移転等を行

う際に、国（原子力規制委員会）の判断を踏まえ、速やかに

安定ヨウ素剤を服用できるよう、原子力災害対策指針を参考

に、配布場所、配布のための手続き、配布及び服用に関与す

る医師、薬剤師の手配等についてあらかじめ定めるととも

に、配布用の安定ヨウ素剤をあらかじめ避難経路近傍等の適

切な場所に備蓄する。 

２ 事前配布体制の整備 

県及び氷見市は、原子力災害対策指針を踏まえ、必要と認

められる場合は、医療機関等と連携して、避難の際に配布場

所で安定ヨウ素剤を受け取ることが困難と想定される地域

等の住民等に対して、安定ヨウ素剤の事前配布を行い、速や

かに安定ヨウ素剤の服用が行えるよう、準備する。 

【事前配布の留意点及び手順】 

・県及び氷見市による安定ヨウ素剤の事前配布は、放射性ヨ

ウ素による甲状腺の内部被ばく及びその健康影響の年齢

による違いを考慮して行う。 

 

 

 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 

 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 

 

 

 

 

県原子力災害

医療対応マニ

ュアルの記載

に合わせた修

正 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 
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旧 新 備考 

備え、予備の安定ヨウ素剤の備蓄を行う。 

（２）県及び氷見市は、安定ヨウ素剤の事前配布を行うに当た

っては、対象となる住民向けの説明会を開催し、原則とし

て、医師による説明を行うものとする。また、説明会の開

催にあわせ、調査票や問診等により、禁忌者やアレルギー

の有無等の把握に努める。 

（３）県及び氷見市は、説明会において、安定ヨウ素剤の事前

配布に関する説明を受けた住民に対し、説明会での説明事

項を記した説明書を付して、安定ヨウ素剤を必要量のみ配

布する。 

（４）氷見市は、県と連携して、住民に事前配布した安定ヨウ

素剤については、使用期限である３年ごとに回収し、新し

い安定ヨウ素剤を再配布する。また、転出者・転入者に対

する速やかな安定ヨウ素剤の回収・配布に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県及び氷見市は、事前配布用の安定ヨウ素剤を購入し、公

共施設（庁舎、保健所、医療機関、薬局、学校等）で管理

する。 

・県及び氷見市は、事前配布のために原則として住民への説

明会を開催する。説明会においては、原則として医師によ

り、安定ヨウ素剤の配布目的、効能又は効果、服用指示の

手順とその連絡方法、配布後の保管方法、服用時期、服用

を優先すべき対象者、副作用等の留意点等を説明し、それ

らを記載した説明書とともに安定ヨウ素剤を配布する。 

・県及び氷見市は、配布等を円滑に行うために、説明会等に

おいて、薬剤師に医師への協力等を要請することができ

る。 

・県及び氷見市は、説明会に参加できない住民に対しては、

医師による説明を受けることができる公共施設や医療機

関に住民が出向き、説明を受けた上で受領できるよう対応

する必要がある。 

・県及び氷見市は、住民への説明会を定期的に開催すること

を前提とした上で、地域の実情を踏まえ、地域の医師会及

び薬剤師会との協議の上、薬剤師会会員が所属する薬局等

を指定し、その薬局等で安定ヨウ素剤を配布することもで

きる。 

・県及び氷見市は、歩行困難である等のやむを得ない事情に

より説明が受けられない者には、家族等が代理受領し、説

明書とともに説明内容を当該対象者に伝えることを確認

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 
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旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

 

第 14 節～第 19 節 （略） 

 

した上で配布する。 

・県及び氷見市は、配布や代理受領に際しては、他の者に譲

り渡さないよう指示するとともに、調査票等への回答や問

診の実施等を通じて服用を優先すべき対象者等の把握に

努める 

・県及び氷見市は、紛失等により安定ヨウ素剤を携行してい

ない住民や一時滞在者等に対して追加配布できるよう予

備の安定ヨウ素剤を備蓄する。 

・県及び氷見市は、転出者又は転入者があった場合は速やか

に安定ヨウ素剤の回収又は配布をするよう努める。また、

安定ヨウ素剤の更新時期の管理方法と使用期限が切れた

製剤の確実な回収方法についてあらかじめ定め、実施す

る。 

３ （略） 

 

第 14 節～第 19 節 （略） 

 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 
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富山県地域防災計画（原子力災害編）修正案（第３章） 新旧対照表 

旧 新 備考 

第１節 （略） 

 

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

（略） 

第１ 施設敷地緊急事態発生情報等の連絡 

   １～２ （略） 

３ 北陸電力から施設敷地緊急事態発生の通報があった場合

（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村、各防

災関係機関、北陸電力） 

（略） 

（１）北陸電力の通報 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態発生

後又は発生の通報を受けた場合、県をはじめ官邸(内閣官

房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警察、原子力

防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部及び伏木海上保

安部等に対して、直ちに、「特定事象発生通報」（原子力

事業者防災業務計画様式９）をファクシミリ等により一斉

に送信する。さらに、送信後、直ちに県をはじめ官邸（内

閣官房）、原子力規制委員会、内閣府、氷見市及び県警察

等主要な機関等に対してはその着信を確認する。なお、県

は通報を受けた事象に対する北陸電力への問い合わせに

ついては簡潔、明瞭に行うよう努める。 

 

第１節 （略） 

 

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

（略） 

第１ 施設敷地緊急事態発生情報等の連絡 

   １～２ （略） 

３ 北陸電力から施設敷地緊急事態発生の通報があった場合

（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村、各防

災関係機関、北陸電力） 

（略） 

（１）北陸電力の通報 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態発生

後又は発生の通報を受けた場合、原子力事業者防災業務計

画第３章第１節１．（２）に基づき、県をはじめ官邸(内閣

官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警察、原子

力防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部及び伏木海上

保安部等に対して、直ちに、「特定事象発生通報」（原子

力事業者防災業務計画様式９）をファクシミリ装置により

一斉に送信する。さらに、送信後、直ちに県をはじめ官邸

（内閣官房）、原子力規制委員会、内閣府、氷見市及び県

警察等主要な機関等に対してはその着信を確認する。な

お、県は、通報を受けた事象に対する北陸電力への問い合

わせについては、簡潔、明瞭に行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力事業者

防災業務計画

の記載を踏ま
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（２）～（４） （略） 

４ 県のモニタリングポストで施設敷地緊急事態発生の通報を

行うべき数値の検出を発見した場合（県総合政策局、北陸電

力） 

（１） （略） 

（２）原子力防災専門官の確認等 

連絡を受けた原子力防災専門官は、直ちに原子力保安検

査官と連携を図りつつ、北陸電力に施設の状況確認を行う

よう指示し、県はその結果について速やかに連絡を受け

る。 

第２ 応急対策活動情報の連絡 

１ 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報等

の連絡（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村、

各防災関係機関、北陸電力） 

（略） 

（１）北陸電力の通報連絡 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態の発

生の通報を行った場合には、直ちに原子力災害の発生又は

拡大の防止のために必要な応急対策を行い、県をはじめ官

邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、県警

察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部、伏

木海上保安部、国の関係省庁事故対策連絡会議及び現地事

故対策連絡会議に対して、発電所の応急対策の概要、発電

所の状況、被害の状況等を定期的に「応急措置の概要」（原

（２）～（４） （略） 

４ 県のモニタリングポストで施設敷地緊急事態発生の通報を

行うべき数値の検出を発見した場合（県総合政策局、北陸電

力） 

（１） （略） 

（２）原子力防災専門官の確認等 

連絡を受けた原子力防災専門官は、直ちに原子力運転検

査官と連携を図りつつ、北陸電力に施設の状況確認を行う

よう指示し、県はその結果について速やかに連絡を受け

る。 

第２ 応急対策活動情報の連絡 

１ 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報等

の連絡（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村、

各防災関係機関、北陸電力） 

（略） 

（１）北陸電力の報告 

北陸電力の原子力防災管理者は、施設敷地緊急事態の発

生の通報を行った場合には、直ちに原子力災害の発生又は

拡大の防止のために必要な応急対策を行い、原子力事業者

防災業務計画第３章第１節４．（２）に基づき、県をはじ

め官邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷見市、

県警察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市消防本部、

伏木海上保安部、国の関係省庁事故対策連絡会議及び現地

事故対策連絡会議に対して、発電所の応急対策の概要、発

 

 

 

 

 

 

原子炉等規制

法の改正に合

わせた修正 

 

 

 

 

 

 

原子力事業者

防災業務計画
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子力事業者防災業務計画様式 11）により通報連絡する。北

陸電力は、放射性物質の放出状況（量、組成、継続時間等）

に関する詳しい情報が得られない場合も、得られた情報は

速やかに各機関に連絡する。 

 

なお、県及び氷見市は通報を受けた事象に関する北陸電

力への問い合わせについては、簡潔、明瞭に行うよう努め

る。 

（２）～（４） （略） 

 

２ 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応

急活動情報、被害情報等の連絡）（内閣府、原子力規制委員

会、県総合政策局、関係部局、氷見市、各防災関係機関、北

陸電力） 

（１）北陸電力の通報連絡 

北陸電力の原子力防災管理者は、通報に係る事象が全

面緊急事態に至った場合は、原子力事業者防災業務計画

第３章第３節（１）に基づき、直ちに「特定事象発生通

報」（原子力事業者防災業務計画様式９）により、県を

はじめ官邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷

見市、県警察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市

消防本部、伏木海上保安部、原子力災害合同対策協議会

等に対して、通報連絡する。 

 

電所の状況、被害の状況等を定期的に「応急措置の概要」

（原子力事業者防災業務計画様式 11）によりファクシミリ

装置を用いて報告する。北陸電力は、放射性物質の放出状

況（量、組成、継続時間等）に関する詳しい情報が得られ

ない場合も、得られた情報は速やかに各機関に連絡する。 

なお、県及び氷見市は報告を受けた事象に関する北陸電

力への問い合わせについては、簡潔、明瞭に行うよう努め

る。 

（２）～（４） （略） 

 

２ 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応

急活動情報、被害情報等の連絡）（内閣府、原子力規制委員

会、県総合政策局、関係部局、氷見市、各防災関係機関、北

陸電力） 

（１）北陸電力の通報 

北陸電力の原子力防災管理者は、通報に係る事象が全

面緊急事態に至った場合は、原子力事業者防災業務計画

第３章第３節１．（１）に基づき、直ちに「特定事象発

生通報」（原子力事業者防災業務計画様式９）を、県を

はじめ官邸(内閣官房)、原子力規制委員会、内閣府、氷

見市、県警察、原子力防災専門官、氷見警察署、氷見市

消防本部、伏木海上保安部、原子力災害合同対策協議会

等に対して、ファクシミリ装置を用いて送信する。さら

に、送信後、直ちに県をはじめ官邸（内閣官房）、原子

原子力事業者

防災業務計画

の記載を踏ま

えた修正 
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（２）～（３） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ （略） 

 

第３節 活動体制の確立 

第１ 県の活動体制 

   １ （略） 

２ 災害対策本部等の設置（県総合政策局、各部局、県警察本

部） 

（１）情報収集事態対策のための体制（情報収集体制） 

力規制委員会、内閣府、氷見市及び県警察等主要な機関

等に対してはその着信を確認する。なお、県は、通報を

受けた事象に対する北陸電力への問い合わせについて

は、簡潔、明瞭に行うよう努める。 

（２）～（３） （略） 

（４）防護措置実施に当たっての状況把握及び協力等 

県、氷見市及びその他の市町村が全面緊急事態における

防護措置を実施するに当たり、次の事項について、原子力

規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部等において、

指示内容の判断のため県、氷見市及びその他の市町村より

事前の状況把握等を行うとともに、指示後においても、原

子力災害合同対策協議会において防護措置の実施状況等

の共有を図るなど、国と県、氷見市及びその他の市町村は

それぞれが実施する対策について相互に協力する。 

・ＵＰＺ内の屋内退避の対象者の数と屋内退避の方針 

・その他必要な事項 

第３ （略） 

 

第３節 活動体制の確立 

第１ 県の活動体制 

   １ （略） 

２ 災害対策本部等の設置（県総合政策局、各部局、県警察本

部） 

（１）情報収集事態対策のための体制（情報収集体制） 

原子力事業者

防災業務計画

の記載を踏ま

えた修正 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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（略） 

イ 所掌事務 

課名 所掌事務 

防災・危機管理課 

消防課 

・原子力規制委員会、消防庁、原子

力防災専門官、原子力保安検査

官、氷見市、その他の市町村、防

災関係機関及び北陸電力との通報

・連絡に関すること 

・事故状況の把握に関すること 

・情報収集体制の総合調整に関する

こと 

（略） （略） 

 

（２）警戒事態対策のための体制（警戒体制） 

（略） 

イ 所掌事務 

課名 所掌事務 

防災・危機管理課 

消防課 

・原子力規制委員会、内閣府、消防

庁、氷見市、その他の市町村、防

災関係機関及び北陸電力との通報

・連絡に関すること 

・事故状況の把握に関すること 

・警戒体制（緊急被ばく医療体制、

（略） 

イ 所掌事務 

課名 所掌事務 

防災・危機管理課 

消防課 

・原子力規制委員会、消防庁、原子

力防災専門官、原子力運転検査

官、氷見市、その他の市町村、防

災関係機関及び北陸電力との通報

・連絡に関すること 

・事故状況の把握に関すること 

・情報収集体制の総合調整に関する

こと 

（略） （略） 

 

（２）警戒事態対策のための体制（警戒体制） 

（略） 

イ 所掌事務 

課名 所掌事務 

防災・危機管理課 

消防課 

・原子力規制委員会、内閣府、消防

庁、氷見市、その他の市町村、防

災関係機関及び北陸電力との通報

・連絡に関すること 

・事故状況の把握に関すること 

・警戒体制（原子力災害医療体制、

 

 

 

 

原子炉等規制

法の改正に合

わせた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 
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緊急時モニタリング班等）の総合

調整に関すること 

医務課 ・緊急被ばく医療体制の準備に関す

ること 

（略） （略） 

 

（３）～（４） （略） 

   ３～４ （略） 

第２～第６ （略） 

第７ 原子力災害被災者生活支援チームとの連携（内閣府、原子力

規制委員会、関係省庁、県総合政策局、生活環境文化部、厚生

部、市町村） 

国の原子力災害対策本部長は、発電所における放射性物質の大

量放出を防止するための応急措置が終了したことにより、避難区

域の拡大防止がなされたこと及び初期対応段階における避難区

域の住民避難が概ね終了したことを一つの目途として、必要に応

じて、原子力災害対策本部の下に、被災者の生活支援のため、環

境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする原子力被災者

生活支援チームを設置することとされている。 

県、氷見市及びその他の市町村は、初期対応段階における避難

区域の住民避難の完了後の段階において、国が原子力災害対策本

部に設置する原子力災害被災者支援チームと連携し、子ども等を

はじめとする健康管理調査等の推進、環境モニタリングの総合的

な推進、適切な役割分担の下、汚染廃棄物の処理や除染の推進等

緊急時モニタリング班等）の総合

調整に関すること 

医務課 ・原子力災害医療体制の準備に関す

ること 

（略） （略） 

 

（３）～（４） （略） 

   ３～４ （略） 

第２～第６ （略） 

第７ 原子力被災者生活支援チームとの連携（内閣府、原子力規制

委員会、関係省庁、県総合政策局、生活環境文化部、厚生部、

市町村） 

国の原子力災害対策本部長は、原子力災害対策本部の下に、被

災者の生活支援のため、環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣

を長とする原子力被災者生活支援チームを設置することとされ

ている。 

 

 

 

県、氷見市及びその他の市町村は、国が原子力災害対策本部に

設置する原子力被災者生活支援チームと連携し、子ども等をはじ

めとする健康管理調査等の推進、環境モニタリングの総合的な推

進、適切な役割分担の下、汚染廃棄物の処理や除染の推進等を行

う。 

 

 

表記の統一 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

記載の適正化 
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を行う。 

第８ （略） 

 

第４節 緊急時モニタリング 

第１ （略） 

第２ 初期対応段階の緊急時モニタリングの実施（原子力規制委

員会、県総合政策局、生活環境文化部、関係部局、市町村、

北陸電力） 

１～２ （略） 

３ 施設敷地緊急事態以降の緊急時モニタリング 

   （１） （略） 

（２）緊急時モニタリング実施計画の策定 

国（原子力規制委員会）は、原子力災害対策指針に基づ

き、県及び立地県である石川県の緊急時モニタリング計画

を基に、周辺住民の住居の分布及び地形を考慮に入れ、ま

た、原子力施設の状況等を参考にしつつ、緊急時モニタリ

ング実施計画を策定することとされている。 

 

（３） （略） 

（４）緊急時モニタリング実施計画の改定への参画 

国（原子力規制委員会）は、発電所の状況、放射線状況

及び防護措置の実施状況等に応じて、緊急時モニタリング

実施計画を改定するものとされている。 

 

 

第８ （略） 

 

第４節 緊急時モニタリング 

第１ （略） 

第２ 初期対応段階の緊急時モニタリングの実施（原子力規制委

員会、県総合政策局、生活環境文化部、関係部局、市町村、

北陸電力） 

１～２ （略） 

３ 施設敷地緊急事態以降の緊急時モニタリング 

   （１） （略） 

（２）緊急時モニタリング実施計画の策定等 

国（原子力規制委員会）は、原子力災害対策指針に基づ

き、県及び立地県である石川県の緊急時モニタリング計画

を基に、周辺住民の住居の分布及び地形を考慮に入れ、ま

た、発電所の状況等を参考にしつつ、速やかに緊急時モニ

タリング実施計画を策定し、各分野の緊急時モニタリング

を統括して管理することとされている。 

（３） （略） 

（４）緊急時モニタリング実施計画の改訂への参画 

国（原子力規制委員会）は、原子力災害対策指針、緊急

時モニタリングの結果、緊急時モニタリングセンターから

の意見等を踏まえ、緊急時モニタリング実施計画を適宜改

訂するものとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

 

 

 

 

記載の適正化 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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県は、緊急時モニタリングセンターを通じてこの改定に

協力する 

第３～第５ （略） 

 

第５節 避難等の防護活動 

第１ 屋内退避、避難等の防護対策の概念 

１ （略） 

２ 避難及び一時移転 

（略） 

（１）～（３） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県は、緊急時モニタリングセンターを通じてこの改訂に

協力する。 

第３～第５ （略） 

 

第５節 避難等の防護活動 

第１ 屋内退避、避難等の防護対策の概念 

１ （略） 

２ 避難及び一時移転 

（略） 

（１）～（３） （略） 

（４）避難及び一時移転における留意点 

避難及び一時移転の実施に当たっては、原子力規制委員

会が、施設の状況や緊急時モニタリング結果等を踏まえて

その必要性を判断し、国の原子力災害対策本部が、輸送手

段、経路、避難所の確保等の要素を考慮した避難等の指示

を、県、氷見市及びその他の市町村を通じて住民等に混乱

がないよう適切かつ明確に伝えなければならない。このた

めには、各種の輸送手段、経路等を考慮した避難計画の立

案が必要である。 

また、避難等には、肉体的・精神的影響が生じることか

ら、一般の住民等はもとより、自力避難が困難な要配慮者

に対して、早い段階からの対処や必要な支援の手当てなど

について、配慮しなければならない。また、避難所の再移

転が不可欠な場合も想定し、可能な限り少ない移転となる

記載の適正化 
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旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

（略） 

第２ 屋内退避、避難誘導等の防護活動の実施 

１ 屋内退避又は避難のための勧告又は指示の連絡、確認等

（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村） 

（１）～（２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よう、避難所の事前調整が必要である。さらに、避難が遅

れた住民等や病院、介護施設等に在所している等により早

期の避難が困難である住民等が一時的に退避できる施設

となるよう、病院、介護施設、学校、公民館等の避難所と

して活用可能な施設等に、気密性の向上等の放射線防護対

策を講じておくことも必要である。 

（略） 

第２ 屋内退避、避難誘導等の防護活動の実施 

１ 屋内退避又は避難のための勧告又は指示の連絡、確認等

（原子力規制委員会、内閣府、県総合政策局、市町村） 

（１）～（２） （略） 

（３）避難・一時移転実施に当たっての状況把握及び協力等 

県、氷見市及びその他の市町村が避難・一時移転を実施

するに当たり、次の事項について、原子力災害合同対策協

議会等において、指示内容の判断のため県、氷見市及びそ

の他の市町村等より事前の状況把握等を行うとともに、指

示後においても、同協議会等において防護措置の実施状況

等の共有を図るなど、国、県、氷見市及びその他の市町村

はそれぞれが実施する対策について相互に協力する。 

・ＵＰＺ内の避難・一時移転の対象区域及び対象者の数

並びに避難・一時移転の方針 

・避難ルート、避難先の概要 

・移動手段の確保見込み 

・その他必要な手段 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 
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旧 新 備考 

２～６ （略） 

第３ 避難所等 

１～３ （略） 

４ 指定避難所における生活環境の良好な維持（県総合政策

局、生活環境文化部、厚生部、市町村） 

   （略） 

指定避難所の運営に当たっては、市町村は、食事供与の

状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講

じる。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシー

の確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有

無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、

管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要

性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理の状

況など、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の確保

に努めるとともに、女性に適した生活環境となるよう、必

要な措置を講じるよう努める。さらに、必要に応じ、指定

避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努め

る。 

 

 

 

 

なお、県は、氷見市及びその他の市町村が指定避難所にお

いて実施する仮設トイレやマンホールトイレの早期設置や、

２～６ （略） 

第３ 指定避難所等 

１～３ （略） 

４ 指定避難所における生活環境の良好な維持（県総合政策

局、生活環境文化部、厚生部、市町村） 

   （略） 

指定避難所の運営に当たっては、市町村は、食事供与の

状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講

ずる。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシー

の確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有

無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、

管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要

性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理の状

況など、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の確保

に努めるとともに、女性に適した生活環境となるよう、必

要な措置を講ずるよう努める。さらに、必要に応じ、指定

避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努める

とともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受

けられるよう、連携に努める。 

氷見市及びその他の市町村は、感染症の発生、拡大がみら

れる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、

感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。 

なお、県は、氷見市及びその他の市町村が指定避難所にお

いて実施する仮設トイレやマンホールトイレの早期設置や、

 

表記の統一 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 

 

 

 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 



 

 46 

旧 新 備考 

清掃、し尿及びごみの収集処理等について支援する。 

５ （略） 

６ 避難所等の運営における女性の参画の推進（県総合政策局、

生活環境文化部、県警察本部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、避難所の運営における

女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女

双方の視点に配慮する。 

避難所の運営に当たっては、市町村は、男女別トイレ、女

性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品・女性

用下着の女性による配布、避難所における安全性の確保な

ど、女性や子育て家庭等のニーズに配慮する。 

 

７～８ （略） 

第４～第５ （略） 

第６ 避難の際の住民に対する避難退域時検査等及び除染の実施（県

総合政策局、厚生部、市町村、関係医療機関） 

  （略） 

１ 避難退域時検査及び簡易除染 

県は、国、氷見市及びその他の市町村及び関係機関と連携

して、主として避難者を対象として、ＯＩＬに基づく防護措

置として避難又は一時移転を指示された住民等（ただし、放

射性物質が放出される前に予防的に避難した住民等を除

く。）を対象に避難退域時検査及び簡易除染を実施する。 

（１） （略） 

清掃、し尿及びごみの収集処理等について支援する。 

５ （略） 

６ 指定避難所等の運営管理における女性の参画の推進（県総

合政策局、生活環境文化部、県警察本部、市町村） 

県、氷見市及びその他の市町村は、指定避難所等の運営に

おける女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い

等男女双方及び性的少数者の視点に配慮する。 

市町村は、男女別トイレ、女性専用の物干し場、更衣室、

授乳室の設置や生理用品・女性用下着の女性による配布、巡

回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安

全性の確保など、女性や子育て家庭等のニーズに配慮した指

定避難所等の運営管理に努める。 

７～８ （略） 

第４～第５ （略） 

第６ 避難の際の住民に対する避難退域時検査等及び除染の実施（県

総合政策局、厚生部、市町村、関係医療機関） 

  （略） 

１ 避難退域時検査及び簡易除染 

県は、国、氷見市及びその他の市町村及び関係機関と連携

して、ＯＩＬに基づく防護措置として避難又は一時移転を指

示された住民等（ただし、放射性物質が放出される前に予防

的に避難した住民等を除く。）を対象に避難退域時検査及び

簡易除染を実施する。 

（１） （略） 

 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 

県人権教育・

啓発に関する

基本計画作成

による性的少

数者への配慮 
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（２）簡易除染の方法 

（略） 

内部被ばくが疑われる場合には、指定された拠点病院に

搬送する。 

また、吸入被ばくが懸念される場合には、鼻腔の汚染を

確認するための鼻スメアを行う。 

（新設） 

 

 

２ 甲状腺スクリーニング 

県は、避難退域時検査及び簡易除染や緊急時モニタリング

の結果等を踏まえ、放射性ヨウ素による内部被ばくが懸念さ

れる場合に、甲状腺スクリーニング行う。ただし、甲状腺ス

クリーニング計測では正確な甲状腺被ばく線量を推定する

ことができないことに留意する。 

（略） 

第７ 安定ヨウ素剤の予防服用 

１ 安定ヨウ素剤の予防服用（原子力規制委員会、県医師会、県

薬剤師会、県看護協会、県総合政策局、厚生部、市町村、関係医

療機関） 

県は、原子力災害対策指針を踏まえ、氷見市、その他の市

町村、医療機関等と連携して、安定ヨウ素剤の服用にあたっ

ての注意を払った上で、住民等に対する服用指示等の措置を

講じる。 

（２）簡易除染の方法 

（略） 

内部被ばくが疑われる場合には、指定された拠点病院に

搬送する。 

 

 

２ 鼻スメア 

県は、吸入被ばくが懸念される場合には、鼻腔の汚染を確

認するための鼻スメアを行う。 

３ 甲状腺モニタリング 

県は、避難退域時検査及び簡易除染や緊急時モニタリング

の結果等を踏まえ、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばく

が懸念される場合に、甲状腺モニタリングを行う。ただし、

甲状腺モニタリングでは正確な甲状腺被ばく線量を推定す

ることができないことに留意する。 

（略） 

第７ 安定ヨウ素剤の配布及び服用 

１ 安定ヨウ素剤の配布及び服用（原子力規制委員会、県医師会、

県薬剤師会、県看護協会、県総合政策局、厚生部、市町村、関係

医療機関） 

県は、原子力災害対策指針を踏まえ、氷見市、その他の市

町村、医療機関等と連携して、安定ヨウ素剤の服用に当たっ

ての注意を払った上で、住民等に対する服用指示等の措置を

講ずる。 

 

 

 

原子力災害対
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に合わせた修
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（１）緊急時に配布される安定ヨウ素剤の服用指示 

ア 国の判断及び指示 

緊急時における住民等への安定ヨウ素剤の配布及び

服用については、原子力施設の状況や緊急時モニタリン

グ結果等に応じて避難や一時移転等と併せて、原子力規

制委員会がその必要性を判断し、原子力災害対策本部又

は県及び市町村に連絡することとされている。 

 

イ 県及び市町村の役割 

県は、国の原子力災害対策本部からの指示に基づき、

又はＵＰＺ内においては独自の判断により、氷見市及び

その他の市町村に対して、原則として医師の関与の下

で、住民等への安定ヨウ素剤の配布及び服用を指示す

る。ただし、時間的制約等により、医師を立ち合わせる

ことができない場合には、薬剤師の協力を求める等、あ

らかじめ定める代替の手続きによって配布・服用指示を

行う。 

氷見市及びその他の市町村は、県からの指示に基づ

き、又はＵＰＺ内においては独自の判断により、直ちに

住民等に安定ヨウ素剤を配布し、服用を指示する。 

なお、放射性ヨウ素による甲状腺被ばくの健康影響が

大人よりも大きい乳幼児については、優先的な服用をで

きるようにする。 

（略） 

（１）緊急時に配布される安定ヨウ素剤の服用指示 

ア 国の判断及び指示 

緊急時における住民等への安定ヨウ素剤の配布及び

服用については、原子力施設の状況や緊急時モニタリン

グ結果等に応じて、避難や一時移転等と併せて、原子力

規制委員会がその必要性を判断し、原子力災害対策本部

又は県及び市町村が住民等に指示することとされてい

る。 

イ 県及び市町村の役割 

県は、国の原子力災害対策本部からの指示に基づき、

又はＵＰＺ内においては自らの判断により、氷見市及び

その他の市町村に対して、原則として医師の関与の下

で、住民等への安定ヨウ素剤の配布及び服用を指示す

る。ただし、時間的制約等により、医師を立ち合わせる

ことができない場合には、薬剤師の協力を求める等、あ

らかじめ定める代替の手続きによって配布・服用指示を

行う。 

氷見市及びその他の市町村は、県からの指示に基づ

き、又はＵＰＺ内においては自らの判断により、直ちに

住民等に安定ヨウ素剤を配布し、服用を指示する。 

なお、放射性ヨウ素による甲状腺被ばくの健康影響が

大きい妊婦、授乳婦及び未成年者（乳幼児を含む。）に

ついては、優先的な服用をできるようにする。 

（略） 
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（２）事前配布された安定ヨウ素剤の服用指示 

ア 国の判断及び指示 

安定ヨウ素剤が事前配布された地域の住民に対し

て、原則として、原子力規制委員会がその必要性を判

断し、原子力災害対策本部又は県及び市町村に連絡す

ることとされている。 

イ 県及び市町村の役割 

県は、原子力災害対策本部の指示に基づき、又は独

自の判断により、氷見市に対して、事前配布した地域

の住民等へ安定ヨウ素剤の服用を指示する。 

氷見市は、県から指示があった場合、又は独自の判

断により、事前配布した地域の住民等に安定ヨウ素剤

の服用を指示する。 

２ 安定ヨウ素剤服用の留意事項（県総合政策局、厚生部、市

町村、関係医療機関） 

県、氷見市及びその他の市町村は、安定ヨウ素剤の予防服

用に当たっては、副作用や禁忌者等に関する注意を事前に周

知するとともに、次の点について留意する。 

・安定ヨウ素剤の服用は、放射性ヨウ素以外の他の放射性

核種に対しては防護効果がないこと。 

・安定ヨウ素剤の予防服用は、その防護効果のみに過度に

依存せず、避難、屋内退避、飲食物摂取制限等の防護措

置とともに講ずる必要があること。また、不注意による

経口摂取の防止対策も講じる必要があること。 

（２）事前配布された安定ヨウ素剤の服用指示 

ア 国の判断及び指示 

安定ヨウ素剤が事前配布された地域の住民に対し

て、原則として、原子力規制委員会がその必要性を判

断し、原子力災害対策本部又は県及び市町村が住民等

に指示することとされている。 

イ 県及び市町村の役割 

県は、原子力災害対策本部の指示に基づき、又は自

らの判断により、氷見市に対して、事前配布した地域

の住民等へ安定ヨウ素剤の服用を指示する。 

氷見市は、県から指示があった場合、又は自らの判

断により、事前配布した地域の住民等に安定ヨウ素剤

の服用を指示する。 

２ 安定ヨウ素剤服用の留意事項（県総合政策局、厚生部、市

町村、関係医療機関） 

県、氷見市及びその他の市町村は、安定ヨウ素剤の服用に

当たっては、次の点について留意する。 

 

・安定ヨウ素剤の効能又は効果は、放射性ヨウ素による甲

状腺の内部被ばくの予防又は低減をすることに限定さ

れており、放射性ヨウ素以外の放射性核種に対しては服

用効果がないこと。 

・安定ヨウ素剤の服用効果のみに過度に依存せず、避難、

一時移転、屋内退避、飲食物摂取制限等の防護措置とと

 

 

 

原子力災害対

策指針の記載

に合わせた修

正 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 
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旧 新 備考 

・緊急時に投与・服用する場合は、精神的な不安などによ

り平時には見られない反応が認められる可能性がある

こと。 

・年齢に応じた服用量に留意する必要があること。特に乳

幼児については過剰服用に注意し、服用量を守って投与

する必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８～第 11 （略） 

第 12 飲食物、生活必需品等の供給 

１ 飲食物、生活必需品等の供給・分配及び調達に関する留意

もに講ずる必要があること。また、誤飲、紛失等の防止

対策も講ずる必要があること。 

・安定ヨウ素剤の服用効果が十分に得られるよう、服用の

タイミングの重要性について平時から周知し、服用のタ

イミングに係る決定・指示を適切に行う必要があるこ

と。 

・妊婦、授乳婦及び未成年者（乳幼児を含む。）は、安定

ヨウ素剤の服用を優先すべき対象者であること。 

・安定ヨウ素剤の成分等に照らすと、副作用として急性の

アレルギー反応が生じる可能性は極めて低いが、これに

対応できる体制を整えておく必要があること。 

・甲状腺ホルモンの分泌異常による中長期的な健康影響

は、単回服用で生じる可能性は極めて低いが、新生児が

服用した場合の甲状腺機能低下症は経過観察する等の

配慮が必要であること。 

・県、氷見市及びその他の市町村は、服用指示が出た際に、

服用を優先すべき対象者や保護者等が服用をちゅうち

ょすることがないよう、服用による副作用のリスクより

も、服用しないことによる甲状腺の内部被ばくのリスク

の方が大きいことについて、平時から住民に周知を行う

こと。 

第８～第 11 （略） 

第 12 飲食物、生活必需品等の供給 

１ 飲食物、生活必需品等の供給・分配及び調達に関する留意

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 
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旧 新 備考 

事項（県厚生部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、関係機関と協力し、

被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料及び

毛布等生活必需品等を調達・確保し、ニーズに応じて供給

・分配を行う。 

（略） 

 

 

 

２ 物資の調達要請（原子力規制委員会、農林水産省、県厚生部、

農林水産部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、供給すべき物資が不足し、

調達の必要がある場合には、県や国（厚生労働省、農林水産

省、経済産業省、総務省、消防庁）、国の原子力災害対策本

部等に対し、物資の調達を要請する。 

 

３ （略） 

 

第６節 （略） 

 

第７節 飲食物の出荷制限、摂取制限等 

飲食物の摂取制限は、飲食物中の放射性核種濃度の測定を行い、

一定以上の濃度が確認された場合に、該当する飲食物の摂取を回避

することで経口摂取による内部被ばくの低減を図る防護措置であ

事項（県厚生部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、関係機関と協力し、

被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料及び

毛布等生活必需品等を効率的に調達・確保し、ニーズに応

じて供給・分配を行えるよう、その備蓄する物資・資機材

の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等

支援システムを活用し情報共有を図り、相互に協力するよ

う努める。 

（略） 

２ 物資の調達要請（原子力規制委員会、農林水産省、県厚生部、

農林水産部、市町村） 

氷見市及びその他の市町村は、備蓄物資の状況等を踏ま

え、供給すべき物資が不足し、自ら調達することが困難であ

る場合には、県や国（厚生労働省、農林水産省、経済産業省、

総務省、消防庁）、国の原子力災害対策本部等に対し、物資

の調達を要請する。 

３ （略） 

 

第６節 （略） 

 

第７節 飲食物の摂取制限及び出荷制限 

飲食物の摂取制限及び出荷制限は、飲食物中の放射性核種濃度の

測定を行い、一定以上の濃度が確認された場合に、該当する飲食物

の摂取を回避することで経口摂取による内部被ばくの低減を図る

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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旧 新 備考 

る。 

第１ 地域生産物の出荷制限、飲食物の摂取制限（原子力規制委員

会、県厚生部、農林水産部、市町村） 

緊急事態区分における全面緊急事態においては、経口摂取によ

る内部被ばくの低減を測るため、飲食物中の放射性核種濃度の測

定を行い、迅速な摂取制限を行うこととされている。 

具体的な飲食物の摂取制限の措置は、空間放射線量率に基づき

次のとおり講じる。 

 

１ 一時移転をする地域における出荷制限・摂取制限 

国は、放射性物質が放出された後、ＯＩＬに基づき、一

時移転対象地域の地域生産物の出荷制限・摂取制限を実施

するよう、関係地方公共団体に指示することとされてい

る。 

県は、国の指示に基づき、当該対象地域において、地域

生産物の出荷制限及び摂取制限を実施する。 

２ 飲食物にかかるスクリーニング基準を超える地域におけ

る出荷制限・摂取制限 

国は、ＯＩＬに基づき、緊急時モニタリングの結果に応

じて、飲食物の放射性核種濃度の測定を行うべき地域を特

定し、県における検査計画・検査実施、飲食物の出荷制限

等について関係機関に要請するとともに、状況に応じて、

摂取制限も措置することとされている。 

 

防護措置である。 

第１ 地域生産物の摂取制限、飲食物の摂取制限及び出荷制限（原

子力規制委員会、県厚生部、農林水産部、市町村） 

県は、国の指示・要請に基づき、経口摂取による内部被ばくの

低減を測るため、飲食物に係るスクリーニング基準を超える場合

は、飲食物中の放射性核種濃度の測定を行い、迅速な摂取制限及

び出荷制限を行うこととされている。 

具体的な飲食物の摂取制限及び出荷制限の措置は、空間放射線

量率に基づき次のとおり講ずる。 

１ 一時移転をする地域における摂取制限 

国は、放射性物質が放出された後、ＯＩＬに基づき、一

時移転対象地域の地域生産物の摂取制限を実施するよう、

関係地方公共団体に指示することとされている。 

 

県は、国の指示に基づき、当該対象地域において、地域

生産物の摂取制限を実施する。 

２ 飲食物に係るスクリーニング基準を超える地域における

放射性核種濃度測定並びに摂取制限及び出荷制限 

国は、ＯＩＬに基づき、緊急時モニタリングの結果によ

り飲食物の放射性核種濃度の測定を行うべき地域を特定

し、県等に検査計画の策定・検査の実施を指示・要請す

る。 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 
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旧 新 備考 

 

 

 

県は、原子力災害対策指針に基づいた飲食物に係るスク

リーニング基準を踏まえ、国からの放射性物質による汚染

状況の調査の要請を受け、又は独自の判断により、飲食物

の検査を実施する。 

また、県は、国の指導・助言及び指示に基づき、又は独

自の判断により、代替飲食物の供給等に配慮しつつ、飲食

物の出荷制限、摂取制限等及びこれらの解除を実施する。 

（略） 

第８節～第９節 （略） 

 

第 10 節 緊急時医療活動 

（略） 

 

第 11 節 住民等への的確な情報伝達活動 

第１ 住民等への情報伝達活動 

１～２ （略） 

３ 情報提供にあたっての配慮（県経営管理部、関係部局、

各防災関係機関） 

県は、役割に応じて周辺住民のニーズを十分把握し、原

子力災害の状況（発電所の事故の状況、モニタリングの結

果や参考としての気象情報等）、農林蓄水産物の放射性物

国は、当該検査の結果を取りまとめ、その結果に基づ

き、ＯＩＬの基準等を踏まえ飲食物の摂取制限及び出荷制

限の要請について県等に指示する。 

県は、原子力災害対策指針に基づいた飲食物に係るスク

リーニング基準を踏まえ、国の要請に基づき、又は独自の

判断により、飲食物の放射性核種濃度測定を実施する。 

 

また、県は、国の指示に基づき、又は独自の判断によ

り、代替飲食物の供給等に配慮しつつ、飲食物の摂取制限

及び出荷制限並びにこれらの解除を実施する。 

（略） 

第８節～第９節 （略） 

 

第 10 節 原子力災害医療活動 

（略） 

 

第 11 節 住民等への的確な情報伝達活動 

第１ 住民等への情報伝達活動 

１～２ （略） 

３ 情報提供に当たっての配慮（県経営管理部、関係部局、

各防災関係機関） 

県は、役割に応じて周辺住民のニーズを十分に把握し、

原子力災害の状況、安否情報、医療機関等の情報、飲食物

の放射線核種濃度測定の結果及び出荷制限等の状況、県が

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 

 

 

 

 

 

 

 

表記の統一 

 

 

 

 

原子力災害対

策指針の改正

に伴う修正 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 
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旧 新 備考 

質調査の結果及び出荷制限等の状況、県が講じている施策

に関する情報、交通規制、避難経路や指定避難所等周辺住

民に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。

なお、その際、心のケア（メンタルヘルス）並びに要配慮

者、一時滞在者、在宅での避難者、応急仮設住宅として供

与される賃貸住宅への避難者、所在を確認できる広域避難

者、在日外国人、訪日外国人に配慮した伝達を行う。 

４ （略） 

５ 多様な情報手段の活用（県経営管理部、市町村、各報道

機関、電気通信事業者、各防災関係機関） 

（略） 

なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多

様であることに鑑み、情報を提供する際に活用する媒体に

配慮する。特に、避難所にいる被災者は情報を得る手段が

限られていることから、被災者生活支援に関する情報につ

いては紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供が

なされるよう努める。 

 

６ （略） 

第２ （略） 

 

第 12 節～第 13 節 （略） 

 

講じている施策に関する情報、交通規制、避難経路や指定

避難所等周辺住民に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適

切に提供する。なお、その際、民心の安定並びに要配慮

者、一時滞在者、在宅での避難者、応急仮設住宅として供

与される賃貸住宅への避難者、所在を把握できる広域避難

者、在日外国人、訪日外国人等に配慮した伝達を行う。 

 

４ （略） 

５ 多様な情報手段の活用（県経営管理部、市町村、各報道

機関、電気通信事業者、各防災関係機関） 

（略） 

なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多

様であることに鑑み、情報を提供する際に活用する媒体に

配慮する。特に、停電や通信障害発生時は情報を得る手段

が限られていることから、被災者生活支援に関する情報に

ついてはチラシの張り出し、配布等の紙媒体や広報車でも

情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう努め

る。 

６ （略） 

第２ （略） 

 

第 12 節～第 13 節 （略） 

 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 
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富山県地域防災計画（原子力災害編）修正案（第５章） 新旧対照表 

旧 新 備考 

第１節 （略） 

 

第２節 災害事前対策 

第１～第４ （略） 

第５ 物資の調達、供給活動（再掲） 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生

部、出納局、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び原子力事業者と

連携し、大規模な原子力災害が発生した場合の被害を想定

し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、

必要とされる食料その他の物資についてあらかじめ備蓄・調

達・輸送体制を整備し、それらの供給のための計画を定めて

おく。また、備蓄を行うに当たって、大規模な地震が発生し

た場合や、冬季には、物資の調達や輸送が平時のようには実

施できないという認識に立って初期の対応に十分な量を備

蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は指定避難所の

位置を勘案した分散備蓄を行う等の観点に対しても配慮す

るとともに、備蓄拠点を設けるなど、体制の整備に努める。 

 

 

 

 

２ （略） 

第１節 （略） 

 

第２節 災害事前対策 

第１～第４ （略） 

第５ 物資の調達、供給活動（再掲） 

１ 物資の備蓄・調達・輸送体制の整備（県総合政策局、厚生

部、出納局、市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県、氷見市及びその他の市町村は、国及び北陸電力と連携

し、大規模な原子力災害が発生した場合の被害及び外部支援

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や

過去の災害等を踏まえ、必要とされる食料、飲料水、生活必

需品、燃料、ブルーシート、土のう袋その他の物資について

あらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それら必要な物

資の供給のための計画を定めておくとともに、物資調達・輸

送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物

資拠点の登録に努める。また、備蓄を行うに当たって、大規

模な災害が発生した場合や、冬季には、物資の調達や輸送が

平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の

対応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、

集中備蓄又は指定避難所の位置を勘案した分散備蓄を行う

などの観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設ける

など、体制の整備に努める。 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

用語の整理 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

防災基本計画

の記載に合わ

せた修正 
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旧 新 備考 

第６～第８ （略） 

 

第３節 災害応急対策 

第１ 情報の収集・連絡（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

県は、複合災害時においては、国（内閣府、警察庁、消防庁、

国土交通省、海上保安庁等）、氷見市、その他の市町村、防災関

係機関と連携して、専用回線、衛星回線、防災行政無線、ヘリコ

プターテレビ電送システム、高所監視カメラ画像伝送システム等

可能な限り多様な方法を活用して、ライフラインや道路、避難施

設等の被災状況等の必要な情報を収集し、早急かつ的確に把握す

る。 

第２～第６ （略） 

 

第４節 （略） 

 

第６～第８ （略） 

 

第３節 災害応急対策 

第１ 情報の収集・連絡（県総合政策局、経営管理部、市町村） 

県は、複合災害時においては、国（内閣府、警察庁、消防庁、

国土交通省、海上保安庁等）、氷見市、その他の市町村、防災関

係機関と連携して、専用回線、衛星回線、防災行政無線、ヘリコ

プターテレビ電送システム、高所監視カメラ画像伝送システム、

無人航空機等可能な限り多様な方法を活用して、ライフラインや

道路、避難施設等の被災状況等の必要な情報を収集し、早急かつ

的確に把握する。 

第２～第６ （略） 

 

第４節 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計画

の修正に伴う

修正 

 

 

 

 


